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第1章 序章

1.1 本論文の背景と目的

本論文の目的は新経済地理学 (New Economic Geography、以下でNEGとも呼ぶ)の枠組み
で貿易自由化と環境政策が企業の集積に与える影響を考察し、分析することである。1940年代
以降、関税及び貿易に関する一般協定 (GATT)の締約に従い、国際貿易と国際資本移動の自由
化は急速に進展し、世界経済の高度な成長を促進している。貿易と資本移動の自由化に従い、
特定の地域への企業や人口の集積が引き起こされ、人間社会や人々の日常生活が著しく変貌し
た。特に、1980年代以降、技術の発展とさらなる貿易自由化に従い、人口や企業の集積の勢い
がさらに強まった。1975年には世界中のメガシティは東京、ニューヨーク、メキシコシティの
3都市のみであったが、2009年には発展途上国の大都市の急激な成長もあり、世界中のメガシ
ティが 21都市まで急増している。2025年には 29都市まで増加すると予測される。こうした企
業や人口の集積は、「集積の経済」を通じて製造業とサービス業の発展を促進し、経済成長を
遂げ、人々に大きな便益をもたらす。
その人口や企業の集積は経済活動を活発化させる一方で、世界各国、特に発展途上国で大気

汚染、交通渋滞、貧富格差の拡大など数多くの問題を招いている。その中で、「典型七公害」1を
はじめとする環境問題が近年顕在化しており、人々の生活環境を悪化させている。例えば、人
口の集積に伴う廃棄物や汚水の排出量増加による土壌劣化と水質汚濁は発展途上国の都市住民
の健康を脅かす大きな原因となる。中国環境保護部によると、中国の生活ゴミの量は 1985年
の 4477万トンから 2012年には 1億 7,081万トンに急激に増加し、2030 年には 5億トン前後
に達すると予測されている。悪臭の発生、水（特に地下水）や空気の汚染、放置場所としての
耕地の占用、堆積したゴミ山の爆発などの問題に発展している。特に近年排出された都市ごみ
が都市部から農村部に運ばれ、不法投棄された都市ごみには水銀やカドミウムが含まれ、それ
らの重金属及び生ごみが腐敗する過程で生じた病原性微生物などで地下水が汚染される。さら
に、過去 20年間に発展途上国での企業や人口の集積に伴い、窒素酸化物（NOx）や二酸化炭
素（CO2）等の大気汚染物質の排出量が急激に増大した。それによって引き起こされる大気汚
染は人々の健康に大きな影響を与えている。特に、PM10やPM2.5と呼ばれる大気中の粒子状
物質は健康被害の大きな要因となっており、WHOは世界で毎年 300万人以上が寿命を縮めて
いると指摘している。また、1990年代以降、地球温暖化問題が人々の注目を引いている。地球
温暖化がもたらす気候変動や異常気象の増加は、食糧の減産や砂漠化や生物種の絶滅などの問
題を引き起こし、世界各国に大きな影響を及ぼす。企業や人口の集積による温室効果ガスの排
出量の急増が地球温暖化問題を促進する大きな影響要因と見られる。こうした企業や人口の集
積によって引き起こされる環境問題に対処するために、各国の政府は排出税や環境基準認証な
どの環境政策を実施したり、国際連合枠組条約 (UNFCCC) や京都議定書などの国際環境協定

1環境基本法第 2条第 3項に列挙されている大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、悪臭、地盤沈下など
7つの公害を俗に「典型七公害」と呼ぶ。
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を取り込んだりする。これらの環境政策が貿易自由化の背景において、(環境政策の)実施国及
び未実施国の環境と経済に及ぼす影響を分析し、特に、環境政策が企業や人口の集積で果たす
役割を解明し、企業や人口の集積に与えるを影響を明らかにすることは環境政策を考える上に
重要である。
環境政策と企業の集積に関する多くの実証研究 (He (2006)、Levinson & Taylor (2008)、

Kellenberg (2009)、Grether et al. (2012)など)によって、環境規制の強化は汚染集約的企業を
環境規制の緩い地域に移転させることが観測されている。この現象は汚染避難地効果と呼ばれ
る。さらに、一部の実証研究 (Ederington et al. (2005)、Kheder & Zugravu (2008)、Wagner

& Timmins (2009)など)が貿易自由化の背景で環境規制と企業の移転を考察し、貿易自由化に
従い、汚染集約的企業が環境規制の厳しい地域から緩い地域に移転する現象、つまり汚染避難
地仮説が成り立つことを提示している。一方、多くの実証研究 (List & Co (2000)、 Keller &

Levinson (2002)、Eskeland & Harrison (2003)など)によって、汚染避難地仮説が成り立たな
いことも示されている。このような、汚染避難地効果が発生するメカニズムを理論的に追求し、
汚染避難地仮説に関する実証研究の結果が分かれていることに対し、理論的な解釈を与えるこ
とも本論文の 1つの目的である。

1.2 本論文の構成

本論文は、1990年代に端を発したNEGのフレームワークを基本とし、環境政策と環境問題
を内包する NEGモデルの構築を試み、そのモデルの枠組みの中で人口や企業の集積とそれに
伴う環境問題を分析し、貿易自由化が環境政策の効果に与える影響と、環境政策が企業や人口
の集積に及ぼす影響を分析する。本論文の構成は以下の通り与えられる。
第 2章では、新経済地理学の沿革と現状を示し、NEGのフレームワークで環境問題を取り

扱う研究を説明し、本論文の位置付けを明確にする。
第 3章では、NEGモデルで排出税の効果を考察し、資本移動に従う企業の集積と排出税の関

係に対する分析を行う。特に、本章は、一方的な規制強化が既存企業の集積に及ぼす影響を考
察する。NEGモデルで排出税に関する分析を行った先駆的な研究として、Pflueger (2001)が
あげられる。本章では、Pflueger (2001)によって提示されたローカルの汚染排出と排出税を含
む NEGモデルを用い、市場規模が異なる 2地域モデルで排出税が企業の集積に与える影響を
考察する。本章は輸送費用の変化に着目し、一方的な環境規制の強化が地域間の資本移動と汚
染排出に与える影響を分析する。さらに、本章は地域の市場規模が異なるという仮定の下で、
汚染避難地効果が発生するメカニズムと、汚染避難地仮説に関する実証結果の分岐に関する議
論を行う。
第 4章では、第 3章の議論で捨象された所得効果と、企業 (起業家)の移動に伴う物価水準の

変動を考慮した上で排出税と企業 (起業家)の集積との関係を考察し、汚染避難地効果が発生す
るメカニズムを明らかにし、汚染避難地仮説に対する実証研究の結果が分かれている原因を解
釈する。本章は Forslid & Ottaviano (2003)によって提示される起業家の移動を含む NEGモ
デルに汚染排出と排出規制を導入し、環境規制及び貿易自由化が企業 (起業家)の移動に与える
影響を考察する。特に、第 3章の議論は地域の市場規模が異なるという前提の下で展開された
が、本章では、地域の市場規模が企業 (起業家)の移動によって内生的に決定される。これによ
り、本章で汚染避難地効果と汚染避難地仮説に対し、より一般的な議論が展開される。
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第 5章では、環境基準認証が企業の立地選択に与える影響を明らかにし、企業の集積と環境
基準認証との関係を理論的に解釈することを目的とする。第 3章と第 4章では、排出税を主な
環境政策として議論を展開したが、第 5章では、各地域の政府が一定の環境基準を制定し、自
地域の環境基準に満たさない商品の販売を禁止するという環境基準認証制度の効果を考察する。
このような環境政策に関する研究は比較的に少ない。NEGのフレームワークで環境基準認証
の効果を考察する先駆的な研究として、 Ishikawa & Okubo (2011)があげられる。Ishikawa &

Okubo (2011)はMartin & Rogers (1995)のモデルを用い、人口の多い地域 (国)の賃金率が高
いという仮定に基づき、消費の環境外部性が存在する時に環境基準認証が企業の立地と汚染排
出水準に与える影響を分析する。分析の結果として、環境基準認証の実施前後の企業の立地分
布の変化は環境規制の厳しさによって決定されることが示される。さらに、Ishikawa & Okubo

(2011)では、環境基準認証の実施に従い、規制地域 (国)の企業シェアは上昇し、排出は増加
する。非規制国の排出水準は環境基準認証の実施に従って下落する、すなわち、規制地域 (国)

の政府は環境基準認証制度を通じて自国の汚染排出を削減できないことが示唆される。本章で
は、Ottaviano et al. (2002)に提示された線形的な NEGモデルを用い、人口の多い地域 (国)

の賃金率が高いという前提を捨象し、より一般的な議論を展開する。また、本章では、輸送費
用2の変化が (実施前後の)企業の集積に与える影響も考察する。さらに、本章は企業のタイプ
(環境基準認証を受けるかどうか)が内生的に決定される場合における企業の集積と貿易自由化
の効果も分析する。
第 6章では、本論文で得られた主な結論をまとめ、残された課題と今後の研究の方向性を提

示する。なお、本論文の章構成は以下のチャートで表される。
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2本論文で輸送費用が広義的であり、財の輸送でかかる費用だけではなく、関税などの費用も含んでいる。
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第2章 新経済地理学と新経済地理モデルにおけ
る環境問題の考察

2.1 新経済地理学

新経済地理学1とは、新貿易理論を基礎とし、企業の集積や都市の形成の原因とメカニズムを
理論的に分析するフレームワークである。
Alonso (1964)を初めとする伝統的な地域経済学の研究は、収穫一定の仮定の下で、完全競争

モデルに基づいて企業や労働者の集積を分析し、地域や都市の規模がどう決まるかを議論する。
Helpman & Krugman (1985)はDixit & Stiglitz (1977)によって考案される独占的競争市場モ
デルを用い、収穫逓増の生産技術と財の氷塊型輸送費用を含む新貿易理論 (New Trade Theory)

を提示する。Krugman (1991)は地域間を自由に移動できる労働者を新貿易理論の枠組みに導
入し、NEGの基本モデルである核・周辺モデル (Core-Periphery model、あるいはCPモデル)

を確立する。Alonso (1964)や Henderson (1974)などの伝統的な議論と比べ、NEGモデルで
は独占的競争市場と収穫逓増の生産技術の下で議論を展開するため、規模の経済性と差別化さ
れた財を処理できる。また、NEGモデルは地域間の輸送費用の存在を明示的に取り込み、分
断された各地域の市場で企業や労働者の移動を分析できる。
NEGモデルにおいて、地域の間で生産物の交易が行われ、この交易には輸送費用が必要であ

る。さらに、企業や労働者は立地する地域を選択できるため、この立地選択の結果として、企
業や労働者が 1つの地域に集積したり、各地域に分散したりする。企業や労働者の立地が集積
力 (あるいは向心力)と分散力 (あるいは遠心力)という 2つの力によって決定される。ここで、
向心力は前方連関効果 (Forward Linkage Effect)と後方連関効果 (Backward Linkage Effect)に
よって生み出される。前方連関効果とは、労働者が財の種類が豊富で、物価水準が低い地域に
立地する傾向があり、または企業が労働者の賃金率が低い地域に立地する傾向があることであ
る。後方連関効果とは、企業が所得と需要が高い地域、あるいは大きな市場に立地する傾向で
ある。もしある地域の労働力が豊富で、賃金率が低ければ、前方連関効果によって企業がこの
地域に引き付けられる。企業の移転に従い、この地域における財の種類が増え、物価水準が下
落する。それによって多くの労働者がこの地域に集まり、企業にとって大きな市場をもたらす。
この時、後方連関効果によってより多くの企業がこの地域に引き付けられ、前方連関効果を強
めていく。この 2つの効果が相俟って、集積力を生み出す。
また、分散力は同じ地域における企業間の競争激化から生み出される。各財の間に一定の代

替弾力性があるため、1つの地域への企業集積に伴い、同じ地域における企業の間の競争が激
しくなる。これによって、集積地における企業の利潤が減らされ、企業の分散を導く。こうし
て、集積力と分散力の相互作用で企業や労働者の移転と集積が決められる。

1「新経済地理学」と「空間経済学」という用語がよく混用される。Fujita (2010)により、空間経済学とは、空
間に関わる価格システムや貿易パターンを用い、特定の地理空間内における経済主体の立地や経済活動の分布を分
析する理論の総括である。この意味から言うと、新経済地理学は空間経済学の 1つの分野となる。
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2.1.1 CPモデル

前述の通り、CPモデルは新貿易理論に基づいている。Helpman & Krugman (1985)で提示
された新貿易理論は、Dixit & Stiglitz (1977)の独占的競争市場モデルに氷塊型輸送費用を導
入し、2地域・2部門モデルを提示する。生産技術の相違 (Ricardo (1817))や生産要素賦存量の
相違 (Ohlin (1933))を貿易の源泉とする伝統的な貿易理論と違い、新貿易理論は、「規模の経
済性」と「財の多様化に対する嗜好」を各国間の産業内貿易の発生要因として重視する。これ
によって、1つの国が同じ産業分野の財の輸出と輸入を並行する現象が解釈される。また、新
貿易理論では、輸送費用は輸送業者に支払う費用だけではなく、関税、非関税障壁、文化の相
違などの制度的な費用も含んでいる。ゆえに、輸送費用の下落は、輸送技術とインフラ整備水
準の向上の他、貿易自由化も意味している。Krugman (1991)はこのような、「規模の経済性」
と「差別化された財」及び「氷塊型輸送費用」を前提とする新貿易理論に実質賃金率の高さに
応じて地域間を移動する労働者を導入し、CPモデルを提示する。これによって、輸送費用や
消費者の嗜好が変化する時、経済活動の空間構造がいかに変化するのかが示される。
CPモデルにおいて、経済は2つの地域と2つの生産部門からなる。2つの地域を地域r(r = 1, 2)

と表記し、2つの生産部門は同質的な農業財を生産する農業部門と、差別化された財を生産す
る製造業部門である。農業財市場は完全競争的である。農業部門は収穫一定の生産技術の下で
労働力を用いて生産を行う。農業部門において、1単位の労働力投入で 1単位の農業財が生産
できると仮定される。農業財を価値基準財とすると、農業財の価格も農業財部門の賃金率も 1

になる。製造業部門の企業は収穫逓増の技術を用い、独占的競争市場の下で生産を行う。1つ
の企業は 1種類の財だけ生産できる。各財の貿易が地域間に行われる。農業財の貿易に輸送費
用がかからない。製造業の財の貿易に氷塊型の輸送費用がかかる。輸送費用は τ − 1(τ > 1)で
ある。すなわち、τ 単位の製造業財を他地域に輸送する時、1単位の財のみが到着する。
経済では非熟練労働者と熟練労働者が存在する。経済全体における非熟練労働者の総人数は

2Lであり、両地域間に均等に固定して分布している。すなわち、L1 = L2 = Lが成り立つ。熟
練労働者の総人数はHであり、地域 1における熟練労働者のシェアを λで表す。地域 1と地域
2の熟練労働者数はそれぞれ、λH と (1− λ)H である。λは地域間の効用格差によって内生的
に決定される。地域 rにおける消費者の効用は以下の CES型効用関数で与えられる。

Ur = Mα
r A

1−α
r (2.1)

ここで、αは全支出における製造業の財に対する支出シェアを表し、0 < α < 1とする。Arは
農業財の消費である。Mrは地域 rにおける差別化された製造業の財を集計した消費であり、以
下の CES型関数のように表される。

Mr =

[∫ n1

i=0
m

σ−1
σ

ri di+

∫ n2

j=0
m

σ−1
σ

rj dj

] σ
σ−1

(2.2)

n1は地域 1で生産された製造業の財の種類数であり、n2は地域 2で生産された製造業の財の
種類数である。さらに、N は一定であり、N = n1 + n2とする。mriは地域 1で生産された中
間財 iの消費量であり、mrjは地域 2で生産された中間財 jの消費量である。σは各中間財間の
代替弾力性を表し、σ > 1とする。地域 rにおける代表的消費者の所得水準を yrとすると、地
域 rの個人の予算制約は

yr =

∫ N

0
primridi+Ar (2.3)
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ここで、priは地域 rにおける財 iの価格である。この予算制約式の下で効用最大化問題を解く
と、個人の需要関数が以下の通り与えられる。

mri =
P σ−1
r

pσri
αyr Mr =

αyr
Pr

Ar = (1− α)yr (2.4)

ここで、Prは地域 rにおける製造業の財の価格指数であり、

Pr =

∫ n1

0
pridi+

∫ n2

0
prjdj (2.5)

と定義される。
地域 rの総所得を Yr と書くと、地域 rにおいて、地域 1で生産された財 iに対する総需要

qri、地域 1で生産された財 jに対する総需要 qrj は次のように表される。

qri =
p−σ
ri

P 1−σ
r

αYr　 qrj =
p−σ
rj

P 1−σ
r

αYr (2.6)

製造業企業は 1単位の製造業の財を生産するために、b単位の熟練労働を可変費用、1単位の熟
練労働を固定費用として投入しなければならない。地域 1に立地する企業 iの利潤

πi = (p1i − bwr)q1i + (p2i − τbwr)q2i − w1 (2.7)

を最大にするように財 iの価格を決定する。ここで、w1は地域 1での熟練労働者の賃金率であ
る。利潤最大化より、財 iの価格は次のようになる。

p1i =
σ

σ − 1
bw1 p2i =

σ

σ − 1
τbw1 (2.8)

製造業企業の自由参入・退出により、均衡における製造業企業の利潤がゼロになる。(2.6)式と
(2.8)式を (2.7)式に代入することによって、企業 iの熟練労働者に対する需要は次のように表
される。

1 + b(q1i + τq2i) = σ (2.9)

地域 1で熟練労働者の供給は λH であるため、地域 1に立地する企業の数と地域 2に立地する
企業の数は次のようになる。

n1 =
λH

σ
　 n1 =

(1− λ)H

σ
(2.10)

(2.10)式を (2.5)式に代入すると、各地域の価格指数が以下の通り書き換えられる。

Pr =
σb

σ − 1

(
H

σ

) 1
1−σ

[λw1−σ
1 + θ(1− λ)w1−σ

2 ]
1

1−σ (2.11)

ここで、θ ≡ τ1−σと定義され、輸送費用の下落に従い、θの値が上昇することが貿易自由化を
意味する。さらに、各地域の総所得は以下の通り与えられる。

Y1 = λHw1 + L Y1 = (1− λ)Hw2 + L (2.12)
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(2.6)式、(2.8)式と (2.11)式を (2.7)式に代入し、各地域における賃金率は次のように表される。

wσ
1 =

α

H

[
λHw1 + L

λw1−σ
1 + θ(1− λ)w1−σ

2

+ θ
(1− λ)Hw2 + L

θλw1−σ
1 + (1− λ)w1−σ

2

]

wσ
2 =

α

H

[
θ

λHw1 + L

λw1−σ
1 + θ(1− λ)w1−σ

2

+
(1− λ)Hw2 + L

θλw1−σ
1 + (1− λ)w1−σ

2

]
この賃金に関する 2つの非線形の式により、解析的に解を求めることができないが、解が一意
であることがわかる。短期的には、熟練労働者の地域分布が一定である。以上が、一定の λの
もとで各地域の財価格、所得、賃金が求められる短期均衡である。
長期的には、熟練労働者は実質賃金に応じて地域間を移動する。(2.4)式より、地域 rの熟練

労働者の実質賃金は次のように求められる。

Vr(λ) =
αα(1− α)1−αwr(λ)

Pα
r (λ)

(2.13)

長期均衡における熟練労働者の分布は次の式によって決定される。

λ̇ = [V1(λ)− V2(λ)]λ(1− λ) (2.14)

(2.14)式より、V1(λ) = V2(λ)あるいは λ = 0, 1の時、長期均衡が達成される。さらに、λ = 0

の時、V1(0) < V2(0)であれば、長期均衡が安定であり、λ = 1の時、V1(0) > V2(0)が成立す
れば、長期均衡が安定である。V1(λ) = V2(λ)を成立させる均衡解を λ∗とすると、d[V1(λ) −
V2(λ)]/dλ|λ=λ∗ < 0が成り立つとき、安定均衡となる。

1

0

τ

λ

0.8

0.6

0.5

0.2

0.4

1.5 2.0 2.51.0 3.5 4.0τB τS

d[V1(λ)−V2(λ)]
dλ

> 0
d[V1(λ)−V2(λ)]

dλ
< 0

図 2.1: 輸送費用と安定均衡

図 2.1は数値例を用い、輸送費用の変化に従う長期均衡の変化を描いている。ここで、σ = 3、
α = 0.6、H = 200、L = 800とする。太線が安定均衡を表しており、細線が不安定均衡を表
す。τS は全ての熟練労働者が 1つの地域に集積する均衡の安定性を分ける輸送費用の閾値であ
り、サステイン・ポイントと呼ばれる。τBは熟練労働者が各地域の間に分散する均衡の安定性
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を分ける輸送費用の閾値であり、ブレイク・ポイントと呼ばれる。τ > τS の範囲内で、集積均
衡が不安定であり、分散均衡が唯一の安定均衡となり、熟練労働者が両地域で均等に分布して
いる。τB < τ < τS の時、集積均衡と分散均衡の両方が安定均衡となる。τ < τB の範囲では分
散均衡が不安定になり、集積均衡のみが安定均衡である。長期均衡に関する議論により、輸送
費用が高い時、製造業部門は両地域に分散し、輸送費用が低い時、1つの地域に集積すること
が分かる。中間程度の輸送費用のもとで、初期条件によって製造業企業は分散することも集積
することもありうる。

2.1.2 新経済地理モデルの拡張

CPモデルは集積の要因と方向に対し非常に意義深い解釈を提示するが、モデルの設定と関
数の形のため、解析的な分析を展開するのが難しい。ゆえに、CPモデルに基づく研究はしば
しば数値シミュレーションにたよって議論を展開する。そして、CPモデルでは既存の企業や
人口の移転と集積を議論できるが、企業や人口の成長に対する考察ができない。また、氷塊型
の輸送費用が輸送される財の量ではなく価格に比例することが指摘されている。これらの問題
点に対し、多くの研究が NEGのフレームワーク内で種々の新たなモデルを提示している。用
いられる効用関数と輸送費用の形により、これらのモデルが 2つのグループに分けられる。
1つはCES効用関数、あるいは準線形効用関数と氷塊型輸送費用を用いるNEGモデルであ

る。Martin & Rogers (1995)は地域の間を移動する資本を含む Footloose Capital モデル (FC

モデル)を提示し、NEGのフレームワークで資本の移動に伴う企業の集積を考察する。彼らは
準線形効用関数を用い、資本レンタルに応じて移動する資本を移動要素とし、解析的に分析し
やすい結果を得る。Forslid & Ottaviano (2003)は CPモデルの製造業部門の生産に関する仮
定を変え、製造業部門の生産における可変費用が非熟練労働の投入と仮定することによって、
各地域での均衡賃金率が明示的に得られ、CPモデルより解析上で取り扱いやすい Footloose

Entrepreneurs モデル (FEモデル)を提示する。Fujita et al. (2001)は、製造業の部門の生産に
労働と製造業の財の集計的な投入が必要であることを想定し、CPモデルに垂直的関連を導入し、
Core Periphery Vertical Linkageモデル (CPVLモデル)を考案する。Robert-Nicoud (2005)は
FCモデルに垂直的関連を導入し、Footloose Capital Vertical Linkage モデル (FCVLモデル)

を提示する。Ottaviano (2007)は FEモデルに垂直的関連を導入し、Footloose Entrepreneur

Vertical Linkage モデル (FEVLモデル)を示す。
Baldwin (1999)は FCモデルに資本の減耗と形成を導入し、投資部門を含む Constructed

Capital モデル (CCモデル)を構築する。これによって、NEGのフレームワークで経済成長を
議論できる。CCモデルでは、経済成長率は資本ストックの成長率と一致する。長期均衡で資本
ストックが輸送費用や資本の減耗率などの外生的変数によって決定される。Martin & Ottaviano

(1999)は知的資本と研究開発をNEGのフレームワークに導入し、知識あるいは技術が地域間
に完全にスピルオーバーの前提の下で、内生的経済成長と集積を考察するGlobal Spilloverモデ
ル (GSモデル)を提示する。Martin & Ottaviano (1999)の考察により、輸送費用の低下が経済
成長を促すが、企業の集積の程度が経済成長率との間には関係がないことが示される。Baldwin

(2001)はGSモデルに基づき、地域間のスピルオーバーが不完全であるケースを考察するLocal

Spillover モデル (LSモデル)を考案する。GSモデルに比べ、LSモデルがより現実的な前提を
踏まえ、集積の程度が大きいほど経済成長率は高くなることを示す。Baldwin & Okubo (2006)
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は FCモデルに異質的な企業の生産を導入し、Melitz (2003)によって提示される新々貿易理論
を新経済地理学のフレームワークに統合する。
もう 1つのグループのモデルは氷塊型輸送費用の代わりに、輸送される財の量に比例する線形

的輸送費用を用い、二次形式の効用関数の下で議論を展開する。Ottaviano (2001)は準線形の
二次形式効用関数を基礎とし、線形的輸送費用と地域間を移動する資本を含むLinear Footloose

Capital モデル (LFCモデル)を提示する。その後、Ottaviano et al. (2002)は同じ設定に基づ
き、地域間を移動する起業家を含む Linear Footloose Entrepreneurs モデル (LFEモデル)を考
案する。CES型の効用関数に基づくモデルと違い、二次形式の効用関数を用いるモデルにおい
て、ある地域における異質財の均衡価格はこの地域に立地する企業の数の増加とともに低下す
る。これによって、同じ地域に立地する企業の間に競争促進効果があることが確認される。さ
らに、これらのモデルにおいて、消費者の需要関数と企業の生産関数が線形的であるため、CP

モデルの主な性質を保つと同時に、解析上の利便性が保証される。

2.2 新経済地理学モデルにおける環境問題の考察

一般均衡のフレームワークで環境問題と企業の立地に関する研究が数多くある。この中の多
数は完全競争モデルを基礎とする。Copeland & Taylor (1994)は資本豊富な先進国と労働力豊
富な途上国を想定し、貿易自由化に従い、汚染集積的産業が環境規制の厳しい先進国から環境
規制の緩やかな途上国に移転することを示す。Copland & Taylor (1995)は所得が異なる国の貿
易パターンを分析し、途上国の汚染排出が貿易自由化につれて増加すると主張する。Markusen

et al. (1995)は企業が複数の工場を持つことを想定し、各地域の政府が非協力的に排出税率を
決定する時、各地域における工場の数と排出税率に関する考察を行う。Markusen et al. (1995)

により、企業の汚染排出が引き起こす被害が高い時、各地域の政府は排出税を引き上げ、自分
の地域から汚染企業を押し出す傾向があることが示される。
NEGモデルで環境問題や環境政策を考察する研究は比較的に少ない。主な研究は貿易自由化

の背景で、環境政策や環境問題が企業と人口の移転に与える影響を考察する。Pflueger (2001)

はFCモデルにローカルな汚染排出と排出規制を導入し、住民の汚染に対する容赦度が異なる 2

地域モデルにおいて、市場規模が同じである時、2国のナッシュ均衡排出税率を求め、ナッシュ
均衡排出税率と最適排出税率との格差はパラメーター (輸送費用や生産要素の代替性)に依存す
ることを示す。彼の考察により、輸送費用が一定である時、住民の汚染に対する容赦度が低い
地域において、政府がより高い排出税率を定める傾向がある。これによって、排出規制が厳し
い地域における企業が規制の緩い地域に移動し、汚染避難地効果が引き起こされる。Zeng &

Zhao (2009)は FCモデルに越境汚染と排出税を導入し、汚染が農業部門の生産性にマイナス
な影響を及ぼすという前提の下において、排出税が企業の集積に与える影響を分析する。Zeng

& Zhao (2009)により、汚染排出が農業部門の生産性を損ない、農業財の価格を引き上げ、消
費者の需要を減少させるため、排出規制の強化が需要を拡大させる効果がある。一方、排出税
が企業から徴収されるため、排出規制の強化が企業の生産費用を引き上げる効果がある。企業
の移転はこの 2つの効果によって決定される。
Elbers & Withagen (2004)は FEモデルに基づき、企業の固定費用として徴収される内生的

排出税を導入し、各地域の政府が非協力的に排出税率を決める時、排出税と起業家の集積との
関係を考察する。Elbers & Withagen (2004)により、輸送費用がない自由貿易において、汚染
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排出によって引き起こされる効用の損失が高い (低い)時、各地位の政府が分散均衡を好んで高
い (低い)排出税率を定める傾向がある。輸送費用が非常に高い時、ナッシュ均衡における排出
税率が社会的最適税率より低い。Lange & Quaas (2007)は FEモデルにローカルな汚染排出を
導入し、環境の質の影響が起業家の移動に影響を及ぼす時、貿易自由化に従う起業家の移動を
議論する。汚染排出が分散効果を持つため、この効果の強さは製造業部門の生産性と汚染排出
の (マイナスの)限界効用によって決められる。 Lange & Quaas (2007)により、分散経済を導
く輸送費用と汚染排出量の閾値が求められ、汚染排出が引き起こす効用の損失の上昇につれ、
集積均衡を導く輸送費用の値が下落することが示される。
Hosoe & Naito (2006)はCPモデルで越境汚染を考慮し、汚染が農業部門の生産性にマイナ

スな影響を及ぼす時、貿易自由化と労働者の集積を考察する。Hosoe & Naito (2006)はシミュ
レーションを通じ、越境汚染の割合の上昇が労働者の分散を導くことを示し、越境汚染の割合
の変化によって、安定的な分散均衡が不安定な均衡になる可能性を示唆する。
Venables (1999)は FCVLモデルで排出税の効果を考察し、パラメーターの値によって複数

の均衡が存在することを示す。Venables (1999)により、環境規制の一時的な強化は企業の移
転を引き起こし、その後の規制緩和は企業の再度の移転を引き起こさない。Neary (2006)は
Venables (1999)に基づき、製造業部門の生産に投入される集計的な要素の価格に関する一般
的な設定を行い、環境規制が企業の移転を引き起こすメカニズムを示す。Neary (2006)によ
り、企業の排出係数が異なる場合には、環境規制の強化は劇的な企業の移動を引き起こさない。
Kyriakopoulou (2009) は LSモデルで排出規制の効果を考察し、企業の立地は排出規制と技術
のスピルオーバーの割合とのトレードオフによって決定されることを示す。

2.3 本論文の位置付け

本論文の第 3章はPflueger (2001)に基づいており、FCモデルに外生的な排出税を導入し、貿
易自由化に従う企業の集積と排出規制の効果に関する分析を行う。第 4章はElbers & Withagen

(2004)に基づき、FEモデルで製造業部門の生産に関わる排出税の効果を考察し、貿易自由化
の背景で一方的な規制強化と起業家の集積との関係を議論する。第 5章は LFCモデルを用い、
環境基準認証制度の効果を考察する。本論文の各章の位置付けは以下のチャートで表される。
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第3章 環境規制と資本移動に伴う企業の集積

3.1 はじめに

1950年代以降、グローバル化と貿易自由化は急速に進展している1。それにつれて、資本や
企業の地域間の移動は頻繁になり、多くの途上国の近代化と都市化を促し、人間社会に大きな
影響を与えている。一方、グローバル化や貿易自由化の進展と同時に、深刻な環境問題が発生
し、各国の政府と市民の注意を引いている。環境問題の深刻化に対処するために、各国の政府
は環境税や排出取引制度などの環境政策を実施し、自国における企業の汚染排出を規制する。
貿易自由化の背景において、企業に対する排出規制が各国資本や企業の国際移動との相互作用
を解明することは非常に興味深い問題である。
多くの実証研究により、ある国 (地域)が厳しい排出規制を行う時、その国 (地域)における汚

染集約的企業の比較優位が海外にシフトすることがあり得ることが示されている。特に、各国
の排出規制の厳しさが異なる場合には、汚染集約的企業は排出規制の緩い国に移転する傾向が
あり、汚染避難地効果が存在する。例えば、Ederington & Minier(2003)は 1978年から 1992年
までのアメリカの輸入と環境規制のデータを用い、環境規制が純輸入に及ぼす影響が非常に強
いことを発見し、この現象が汚染避難地効果を意味すると主張する。He (2006)は中国の 29省
の FDIと SO2のパネルデータを用い、FDIの進出選択が前年度の経済成長率と環境規制の厳
しさに依存することを示し、強い汚染避難地効果を観測する。Levinson and Taylor (2008)は
1977年から 1986年までのアメリカの製造業の輸出と排出削減費用についてのデータを使い、環
境規制が製造業に与える影響を検証し、汚染避難地効果を示す。Kellenberg (2009)は 1999年
から 2003年までの アメリカの多国籍企業の FDIと輸入のデータを推計し、多国籍企業の成長
の約 8.6%が投資先の環境規制の緩和の貢献によるものであることを示す。Kellenberg (2009)

により、労働集約的産業は資本集約的産業より、環境規制の厳しさの影響を受けやすく、これ
らの産業での汚染避難地効果が顕著であることが示される。Grether et al. (2012)は 48の国の
79部門の輸入汚染量 (pollution content of imports)のデータを使い、先進国の環境規制の強化
に従い、これらの国の輸入汚染量が上昇することを示し、汚染避難地効果を確認した。
一部の実証研究は貿易自由化の影響を考慮した上で環境規制に応じる企業の移動を考察し、

汚染避難地仮説、つまり貿易自由化に従い、汚染集約的企業が環境規制の厳しい地域から緩い
地域に移転するという仮説が成立することを示す。汚染避難地効果が多くの実証研究によって
支持されるのととは違い、汚染避難地仮説に関する実証研究の結果は分かれている。例えば、
Kheder & Zugravu (2008)は 1996年から 2002年までのフランスの多国籍企業の 55ヶ国への投
資を調べ、環境規制が企業の立地選択に大きな影響を与え、この影響がFDIの規模の上昇に従っ
て拡大することを示し、汚染避難地仮説が成立すると主張する。Wagner & Timmins (2009)は
ドイツの多国籍企業の貿易量と FDIのデータを用い、貿易量の拡大に従い、化学産業における

1本章は劉 (2016)に基づく。
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多国籍企業の環境規制が緩やかな途上国への FDIが上昇することを示し、汚染避難地仮説の存
在を確認する。
一方、Becker and Henderson (2000)は 1963年から 1992年までのアメリカの大気汚染のデー

タを使い、規制の厳しさが異なる州で汚染集約的企業の増加率が著しく違っていることを示
す。Walker (2011)は 1987年から 1997年のアメリカの鉄鋼業のデータを用い、大気浄化法を
実施する州で鉄鋼業企業が減少し、実施しない州で企業が少し増加することを検証する。一方、
Ederington et al.(2005)はEderington & Minier(2003)と同じデータを使い、企業の削減費用が
小さい時、企業の移動と貿易自由化との相関関係がないことを示す。Kahn and Yoshino (2004)

は 1980年から 1997年かけての 128ヶ国の 34つの産業のデータで、汚染避難地仮説を支持す
る証拠がないと主張する。
本章の目的は貿易自由化の背景における排出税の効果を考察し、一方的な環境規制の強化が

企業の立地分布に及ぼす影響を解明することである。その上、汚染避難地効果のメカニズムを
明らかにし、汚染避難地仮説に関する実証結果の分岐を解釈することも本章の目的である。本
章は企業の立地分布を主な研究対象とし、Martin & Rogers (1995)によって提示される FCモ
デルに基づいて分析を展開する。Martin & Rogers (1995)に従い、本章のモデルでは、2つの
地域 (地域 1と地域 2)、2つの財 (農業財と製造業の財)、2つの生産要素 (労働と資本)が存在
する。地域 1の人口規模が地域 2より大きい。農業財市場は完全競争的であり、製造業の財市
場に複数の独占競争的な企業が存在する。労働者は生産部門の間を移動できるが、地域の間を
移動できない。資本は資本レンタル率の高さに応じて地域の間を移動する。製造業企業の操業
に資本が必要であるため、企業の立地分布は各地域の資本レンタル率の高さによって決定され
る。本章はMartin & Rogers (1995)モデルに企業の汚染排出と政府の排出規制を導入し、2つ
の国が排出規制を行う時、企業の立地分布と各地域の排出水準が貿易自由化に従っていかに変
化するのかを明らかにする。特に、1つの地域が一方的に排出規制を強化する時の企業分布と
各地域の排出水準を考察し、汚染避難地効果のメカニズムを解明する。さらに各地域の社会厚
生を分析し、貿易自由化と社会厚生についての議論を展開する。
以上の考察を通じ、資本が地域の間を移動する場合には、企業の立地分布は地域の市場規模

と排出規制の厳しさによって決められることが示される。市場規模が大きい地域が一方的に排
出規制を強化する時、この国の市場規模の優位が排出規制の強化によって相殺され、製造業企
業は規制の緩やかな地域に移動する。この時、汚染避難地効果が現れる。また、資本の地域間
の移動がない場合には、経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って増加する。市場規模が大
きい国の一方的な規制強化は排出のリーケージを引き起こすが、経済全体の排出を削減できる。
さらに、本章の分析により、各国の社会厚生水準はこの地域に立地する企業の数と大体一致す
ることが明らかにされる。
貿易自由化の背景で排出規制と企業立地問題を考察する理論研究が数多くある。この中で、

多数の研究は完全競争市場モデルや不完全競争モデルに基づいている。Antweiler et al. (2001)

は国間の技術水準と所得水準の相違を考慮し、2つの財 (ダーティー財とクリーン財)を含む完
全競争モデルで資本の移転に影響を与える要因を考察する。その結果として、各国の技術水準
の相違がなく、所得水準が異なる場合に汚染避難地効果が発生する。貿易自由化は環境問題の
改善を促す。Silva & Zhu (2009)は 2種類の汚染 (ローカル汚染とグローバル汚染)を含む完全
競争モデルを用い、排出権取引の効果を考察し、汚染の被害関数が非線形である場合に汚染避
難地効果が現れることを示す。
また、一部の研究はNEGモデルでこの問題を考察する。この中で、FCモデルに排出税を取
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り組んで分析したものにPflueger (2001)があげられる。Pflueger (2001)はFCモデルにローカ
ルの汚染排出と排出税を導入し、住民の汚染に対する容赦度が異なる 2地域モデルにおいて、
同じ市場規模を持つ 2地域のナッシュ均衡排出税率に関する分析を行う。分析の結果により、
ナッシュ均衡における排出税率と最適排出税率との格差は各パラメーター (消費財の代替性や
住民の汚染に対する容赦度など)に依存する。本章のモデルは Pflueger (2001)のモデルに依拠
する。ただし、Pflueger (2001)とは異なり、本章は市場規模の異なる地域の環境規制の効果を
考察する。また、Pflueger (2001)は閉鎖的経済と完全自由貿易のケースだけ分析するが、輸送
費用の変化が資本の地域間の移動に与える影響に関する議論を十分に展開していない。本章は
輸送費用の変化を着目し、一方的な環境規制の強化が地域間の資本移動と汚染排出に与える影
響を分析する。それによって、汚染避難地効果に関する議論が展開される。
本章の 1つの貢献として、排出規制と貿易自由化が資本移動に及ぼす影響を理論的に説明で

きたことがあげられる。本章では、排出規制が資本価格にマイナスの影響を及ぼすが、その効
果が市場規模の優位を超えない限り、規制が緩やかな地域への資本移動が起こらない。排出規
制のマイナスの効果が市場規模優位を超えると、貿易自由化に従い、規制の緩やかな地域への
資本移動が起こり、汚染避難地効果が現れる。貿易自由化が国の市場規模の優位を強化するた
め、排出規制の排出削減効果は貿易自由化につれて弱くなる。また、貿易自由化が社会厚生に
及ぼす影響を明らかにできたことが本論文のもう 1つの貢献である。
本章の構成は、以下の通りである。次節ではモデルの基本構造を設定する。第 3節は資本移

動のない時の均衡に関する分析を行い、第 4節では資本が地域間を移動する時の均衡に関して
分析を行う。第 5節では本論文の結論をまとめ、残された課題について記述する。

3.2 モデルの構造

考察する経済は 2つの地域と 2つの生産部門からなる。2つの地域を地域 r(r = 1, 2)と表記
し、2つの生産部門は農業部門と製造業部門である。農業部門の生産要素は労働力だけである。
製造業部門は労働力と資本を用いて生産を行う。製造業企業の生産によって汚染排出が引き起
こされる。農業財市場は完全競争的である。農業財の地域間の貿易は自由であり、輸送費や関
税などの輸送費用費用がかからない。製造業の財市場は独占的競争である。製造業の財の地域
間の貿易に輸送費用がかかる。ここで、氷塊型輸送費用を想定する。　
この経済における消費者は労働者を兼ねている。労働市場は完全競争的であり、各労働者は 1

単位の労働力を保有し、非弾力的に供給する。労働者は地域の間を移動することができないが、
同じ地域の両部門の間を移動できる。地域 1と地域 2における労働者の人数はそれぞれ、L1と
L2(L1 > L2)と与えられる。経済全体の労働者の人数は LW = L1 + L2である。さらに、地域
1の人口シェアは s = L1

LW
と定義され、地域 2の人口シェアは 1− sと定義される。L1 > L2が

成り立つため、s > 1− sが成立する2。
経済における総資本はKW と記され、初期において各労働者の間に均等に分配される。資本

市場は地域間を跨いで成立している。資本は短期的に地域の間を移動しないが、長期的には資
本の価格に応じて地域間を自由に移動できると仮定する。
製造業部門は収穫逓増の技術を用い、独占的競争市場の下で生産を行う。1つの企業は 1種類

の財だけ生産できる。経済における全ての製造業の財の種類の数は一定であり、NW と記され

2後の議論により、sと 1− sが各地域の市場規模を表す。
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る。NW = n1 + n2が成り立つため、地域 1に立地する企業のシェアは sn = n1
NW
である。1つ

の企業が操業するためには、1単位の資本を固定費用として投入しなければならない。ゆえに、
各地域の企業シェアがこの地域の資本シェアと常に一致する。地域 1に立地する企業のシェア
snが sn = n1

Nw
= K1

KW
のように与えられる。記号を簡略化するために、以下の議論では、地域 1

の企業シェアと資本シェアを snで表し、地域 2の企業シェアと資本シェアを 1− snで表すこ
とをする。
また、各地域の政府は製造業部門の排出に対して排出税を課し、その税収を自地域に居住す

る消費者に分配する。

3.2.1 消費者部門

消費者は製造業部門で生産される財と農業財の消費から効用を得て、排出から効用の損失を
受けるとし、次のような準線形の効用関数を仮定する。

Ur = α logMr +Ar − ϕDr (3.1)

ここで、αは消費者の製造業の財に対する選好の強さを表すパラメーターであり、αが大きい
ほど、消費者は多くの製造業の財を消費することを意味している。α > 0を仮定する。ϕは消
費者が排出から受けた効用の損失を表すパラメーターであり、0 < ϕ < 1とする。MrとArは
それぞれ、地域 rでの製造業の財の消費量と農業財の消費量を表している。Drは地域 rの排出
量である。経済の総排出量DW はDW = D1 +D2と定義される。
消費者は差別化された製造業の財の消費から次のように定義される効用Mrを得る。

Mr ≡
[∫ n1

i=0
m

σ−1
σ

ri di+

∫ n2

j=0
m

σ−1
σ

rj dj

] σ
σ−1

(3.2)

mriとmrj はそれぞれ、地域 rでの地域 1で生産された製造業の財 iの消費量と地域 2で生産
された製造業の財 jの消費量を表す。n1は地域 1で生産された製造業の財の種類の数を表す。
n2は地域 2で生産された製造業の財の種類の数である。σは各財の間の代替弾力性を表すパラ
メーターであり、σ > 1である。
また、両地域の農業部門は収穫一定の技術を持ち、1単位の労働力投入で 1単位の農業財が

生産できると仮定される。農業財を価値基準財とすると、その価格も農業財部門の賃金率も 1

になる。さらに、労働市場は完全競争的であるため、製造業における賃金率も 1になる。地域
rに居住する代表的消費者の予算制約は以下の通り与えられる。

yr =

∫ n1

i=0
primridi+

∫ n2

j=0
prjmrjdj +Ar (3.3)

ここで、yrは消費者の所得であり、priと prj はそれぞれ、地域 rでの財 iの価格と財 jの価格
である。(3.1)式、(3.2)式及び (3.3)式より、効用最大化問題を解くと、地域 rにおける財 iと
財 jに対する需要mri、mrj が次のように求められる。

mri =
αp−σ

ri

P 1−σ
r

mrj =
αp−σ

rj

P 1−σ
r

(3.4)
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ここで、Prは地域 rにおける製造業の財の価格指数であり、次のように定義される。

Pr ≡
[∫ n1

i=0
p1−σ
ri di+

∫ n2

j=0
p1−σ
rj dj

] 1
1−σ

(3.5)

(3.4)式から分かるように、効用関数が準線形であるため、消費者の所得が製造業の財に対する
需要に影響を及ばさない。さらに、地域 rにおける代表的消費者の間接効用関数は以下の通り
与えられる。

Vr = α logα− α logPr + yr − α− ϕDr (3.6)

3.2.2 製造業部門

製造業部門の企業は収穫逓増の技術を用い、独占的競争市場の下で生産を行う。1つの企業
は 1種類の財だけ生産できる。製造業の財の生産に労働の投入と汚染排出が必要である。さら
に、1つの企業が操業するためには、生産量と無関係に 1単位の資本を固定費用として投入し
なければならない。Copeland and Taylor (1994)に従い、地域 rに立地する企業 i(j)が x単位
の財を生産する時の費用は次のように与えられる。

C(xi) = btβrxi +Rr　　　 (3.7)

b ≡ β−β(1− β)β−1

ここで、trは地域 rの排出税率である。Rrは地域 rにおける資本のレンタル率である。
製造業の財の貿易に氷塊型輸送費用がかかる。輸送費用は τ − 1である。製造業部門の企業

は他の地域と 1単位の財の貿易を行うために、τ(τ > 1)単位の財を輸送しなければならない。
(3.7)式より、地域 1に立地する企業 iと地域 2に立地する企業 jの利潤は次のように表される。

Πi = (p1i − btβ1 )m1i + (p2i − τbtβ1 )m2i −R1 (3.8)

Πj = (p1j − τbtβ2 )m1j + (p2j − btβ2 )m2j −R2 (3.9)

(3.4)式と (3.5)式を (3.8)式、(3.9)式に代入し、企業の利潤最大化問題を解くと、製造業の財
iと財 jの価格は次のように得られる。

p1i =
σ

σ − 1
btβ1 p2i =

τσ

σ − 1
btβ1 (3.10)

p1j =
τσ

σ − 1
btβ2 p2j =

σ

σ − 1
btβ2 (3.11)

(3.10)式と (3.11)式より、製造業の財の価格は地域の排出税率と輸送費用によって決定される
ことがわかる。さらに、地域 1と地域 2における製造業の財の価格指数は次のように表される。

P1 = [n1t
γ
1 + θn2t

γ
2 ]

1
1−σ

bσ

σ − 1
(3.12)

P2 = [θn1t
γ
1 + n2t

γ
2 ]

1
1−σ

bσ

σ − 1
(3.13)
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ここで、γは γ ≡ β(1−σ)と定義され、排出税率が製造業の財の価格指数に及ぼす影響を表す。
γ < 0が成り立つ。θは θ ≡ τ1−σ と定義され、貿易自由度を反映する。θ = 0のとき,輸送費
用が無限大な閉鎖経済を表し、θ = 1のとき、輸送費用が全くかからない自由貿易経済を表す。
輸送費用の下落は貿易自由化を意味する。
(3.10)式、(3.11)式、(3.12)式及び (3.13)式を (3.4)式に代入すると、各地域に居住する代表

的消費者の財 iと財 jに対する需要は次のように表される。

m1i =
α(σ − 1)

σb

tγ−β
1

[n1t
γ
1 + θn2t

γ
2 ]
　　 (3.14)

m2i =
α(σ − 1)τ−σ

σb

tγ−β
1

[θn1t
γ
1 + n2t

γ
2 ]

(3.15)

m1j =
α(σ − 1)τ−σ

σb

tγ−β
2

[n1t
γ
1 + θn2t

γ
2 ]
　　 (3.16)

m2j =
α(σ − 1)

σb

tγ−β
2

[θn1t
γ
1 + n2t

γ
2 ]

(3.17)

ここで、n1、n2が一定である時、τ の下落に従い、m1iとm2j が減少し、m1j とm2iが増加す
る。すなわち、各地域の企業の数が固定する場合に、輸送費用の下落に従い、輸入品の消費が
拡大し、地域産品の消費が縮小する。(3.14)式～(3.17)式より、企業 iの生産量 xi、企業 j の
生産量 xj は次のように求められる。

xi = m1iL1 + τm2iL2 (3.18)

=
α(σ − 1)

σb

T γ−β

tβ2

[
s

∆1
+

θ(1− s)

∆2

]
LW

N

xj = m1jL1 + τm2jL2 (3.19)

=
α(σ − 1)

σb

1

tβ2

[
θs

∆1
+

(1− s)

∆2

]
LW

N

ここで、∆1 ≡ snT
γ + θ(1 − sn)、∆2 ≡ θsnT

γ + 1 − sn と定義され、T は T ≡ t1/t2 と定義
される。各地域の人口シェア sと 1− sはそれぞれ、地域 1と地域 2の市場規模を表す。(3.18)

式 ((3.19)式)では、カッコの中の第 1項は地域 1の消費者の財 i(j)に対する需要であり、第 2

項は地域 2の消費者の財 i(j)に対する需要である。すなわち、地域 1(地域 2)に立地する企業
i(j)にとって、カッコの中の第 1項は内需 (外需)を表し、第 2項は外需 (内需)を表す。製造業
部門の企業は市場への自由参入・退出を想定し、均衡における製造業の企業の利潤はゼロにな
る。各地域で資本レンタル率R1、R2は次のように決まる。

R1 =
α

σ
T γ

[
s

∆1
+

θ(1− s)

∆2

]
LW

N
(3.20)

R2 =
α

σ

[
θs

∆1
+

(1− s)

∆2

]
LW

N
(3.21)
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また、(3.7)式、(3.18)式及び (3.19)式より、各地域の排出量D1、D2と経済全体の排出量DW

は次のように求められる。

D1 = βbtβ−1
1 n1xi (3.22)

= ϵLWT γ−1 sn
t2

[
s

∆1
+

θ(1− s)

∆2

]
D2 = βbtβ−1

2 n2xj (3.23)

= ϵLW
(1− sn)

t2

[
θs

∆1
+

(1− s)

∆2

]
DW = D1 +D2 (3.24)

=
ϵLW

Tt2

[
1 + (T − 1)(1− sn)

(
θs

∆1
+

(1− s)

∆2

)]
ここで、ϵ ≡ αβ(σ − 1)/σと定義される。

3.3 資本移動がないケース

この節では、資本が地域間を移動しない時、均衡における輸送費用と排出規制が各地域の排
出量にどのような影響を与えるのかを議論する。
資本移動がないため、均衡における各地域の企業のシェア snはその地域の人口シェア sに一

致し、sn = sが成立する。(3.23)式と (3.24)式より、均衡における地域 1の排出量DS
1、地域

2の排出量DS
2 は次のように書き換えられる。

DS
1 =

ϵLWT γ−1

t2

[
s2

sT γ + θ(1− s)
+

θs(1− s)

θsT γ + 1− s

]
(3.25)

DS
2 =

ϵLW

t2

[
θs(1− s)

sT γ + θ(1− s)
+

(1− s)2

θsT γ + 1− s

]
(3.26)

3.3.1 同一税率の下での均衡

両地域政府が同一税率 tを取る時、地域 1の排出量DSS
1 、地域 2の排出量DSS

2 と経済全体の
排出量DSS

W は次のようになる。

DSS
1 =

ϵ

t

[
s2

s+ θ(1− s)
+

θs(1− s)

θs+ (1− s)

]
LW (3.27)

DSS
2 =

ϵ

t

[
θs(1− s)

s+ θ(1− s)
+

(1− s)2

θs+ (1− s)

]
LW　 (3.28)

DSS
W = DSS

1 +DSS
2 =

ϵLW

t
(3.29)

(3.27)式と (3.28)式より、両地域政府が同一の排出税率を取る時、

0 ≤ θ <

√
s(1− s)− s(1− s)

s2 − s+ 1
⇒ dDSS

1

dθ
> 0

dDSS
2

dθ
< 0

√
s(1− s)− s(1− s)

s2 − s+ 1
< θ ≤ 1 ⇒ dDSS

1

dθ
< 0

dDSS
2

dθ
> 0
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が得られる。ゆえに、輸送費用が高い場合には、輸送費用の下落あるいは貿易自由化に従い、
地域 1の排出量は増加し、地域 2の排出量は減少する。輸送費用が低い場合には、輸送費用の
下落につれ、その逆になる。両地域の相対排出は次のように表される。

DSS
1

DSS
2

=
s

(1− s)

[
(1− s)2θ2 + sθ + s(1− s)

s2θ2 + (1− s)θ + s(1− s)

]

D
SS

1

DSS

2

θ
0

s

1−s

1

1
√

s(1−s)−s(1−s)

s2−s+1

図 3.1: 資本移動がない時の相対排出と輸送費用 (T = 1)

図 3.1では、両地域の政府が同じ排出税率を取る時の相対排出と輸送費用の関係が描かれる。
均衡で sn = sが成立するため、より多くの企業は地域 1に立地することがわかる。(3.18)式と
(3.19)式より、地域 1の製造業の財の生産量は地域 2より高く、地域 1の排出量も地域 2より
大きい。　
(3.14)式～(3.17)式より、資本の地域間移動がない時、各地域の消費者が輸入財に対する需

要は輸送費用の下落に従って拡大し、地域内で生産された財に対する需要は輸送費用の下落に

従って縮小する。輸送費用が高い (0 ≤ θ <

√
s(1−s)−s(1−s)

s2−s+1
)時には、地域 1で生産される財の

輸出の拡大分は内需の縮小分を超えるため、地域 1の企業の生産量は輸送費用の下落に従って
増え、排出量は増加し、両地域の相対排出は上昇していく。その時に地域 2で生産される財の
輸出の拡大分は内需の縮小分より小さいため、地域 2の企業の生産量は輸送費用の下落に従っ

て減り、排出量は減少する。輸送費用が低い (

√
s(1−s)−s(1−s)

s2−s+1
< θ ≤ 1)時には、地域 1で生産

される財の輸出の拡大分は内需の縮小分より小さいため、地域 1の企業の生産量は輸送費用の
下落に従って減り、排出量は減少する。その時に地域 2で生産される財の輸出の拡大分は内需
の縮小分を超えるため、地域 2の企業の生産量は輸送費用の下落に従って増え、排出量は増加
し、両地域の相対排出は下落していく。

3.3.2 一方的な規制強化

市場規模が大きい地域 (地域 1)が一方的に排出規制を強化し、排出税率を tから t1まで引き
上げる場合には、(3.25)式と (3.26)式より、経済全体の排出量は次のように表される。

DS
W =

ϵLW

t

[
s

sT γ + θ − θs
(sT γ−1 + θ − θs) +

1− s

θsT γ + 1− s
(θsT γ−1 + 1− s)

]
(3.30)
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ここで、T = t1
t > 1が成立する。(3.27)式～(3.29)式より、次の関係式が成立する。

DS
1 < DSS

1 DS
2 > DSS

2 DS
W < DSS

W

さらに、(3.25)式と (3.26)式より、

dDS
1

dt1
< 0

dDS
2

dt1
> 0

が得られる。地域 1の税率の上昇に従い、地域 1で生産された財の価格は高くなり、地域 1で
生産された財に対する需要が減り、地域 2で生産された財に対する需要が増える。地域 1の排
出量は減少し、地域 2の排出量は増加する。また、

dDS
1

dθ
=

ϵLWT γ−1

t
s(1− s)

[
1− s

(θsT γ + 1− s)2
− s

(sT γ + θ − θs)2

]

dDS
2

dθ
=

ϵLWT γ

t
s(1− s)

[
s

(sT γ + θ − θs)2
− 1− s

(θsT γ + 1− s)2

]

dDS
W

dθ
=

ϵLWT γ−1(T − 1)

t
s(1− s)

[
s

(sT γ + θ − θs)2
− 1− s

(θsT γ + 1− s)2

]
が得られる。ここで、dDS

1
dθ と

dDS
2

dθ の正負は次の式によって決定されることがわかる。

1− s

(θsT γ + 1− s)2
− s

(sT γ + θ − θs)2
(3.31)

(3.31)式より、T ≥
(
1−s
s

) 1
2γ が満たされる時には、θ ∈ [0, 1]に対して

dDS
1

dθ
< 0

dDS
2

dθ
> 0

dDS
W

dθ
> 0 (3.32)

が成立する。地域 1の政府は高い排出税率を取る時、両地域の相対排出は輸送費用の下落に従っ
て下落し、経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って増加する。
T <

(
1−s
s

) 1
2γ の場合には、次の関係式が得られる。

0 < θ < θS ⇒ dDS
1

dθ
> 0

dDS
2

dθ
< 0

dDS
W

dθ
< 0

θS < θ < 1 ⇒ dDS
1

dθ
< 0

dDS
2

dθ
> 0

dDS
W

dθ
> 0

θS ≡ s
1
2 (1− s)

1
2T γ − (1− s)

sT γ − s−
1
2 (1− s)

3
2

さらに、θS の定義と (3.30)式より、

DS
W

∣∣θ=θS

T<( 1−s
s )

1
2γ

> DS
W

∣∣θ=1

T≥( 1−s
s )

1
2γ
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が成立する。T <
(
1−s
s

) 1
2γ の時の経済全体の排出水準は常に T ≥

(
1−s
s

) 1
2γ の時より高い。

命題 1 資本が地域の間を移動しない場合には、地域 1の政府が排出規制を厳しく強化する時、
経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って増加する。地域 1の政府がある程度排出規制を強
化する時、高い輸送費用の下で経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って減少するが、低い
輸送費用の下では輸送費用の下落に従って増加する。

0
θ

θS

s

T (1−s)

s

T 1−γ(1−s)

D
S
1

DS
2

1

s

T (1−s)

s

T 1−γ(1−s)

T < ( 1−s

s
)

1
2γ

T ≥ ( 1−s

s
)

1
2γ

DS
W

θS
0

θ

1

λLW
t

(

sTγ−1+1−s
sTγ+1−s

)

λLW
t

(

sTγ−1+1−s
sTγ+1−s

)

λLW
t

[

1 − s + s
T

)

]

λLW
t

(

1 − s + s
T

)

T <
(

1−s

s

) 1
2γ

T ≥
(

1−s

s

) 1
2γ

図 3.2: 資本移動がない場合における排出と輸送費用 (T > 1)

資本が地域の間を移動しない場合には、地域 1の政府が排出規制を強化する時、相対排出お
よび経済全体の排出量と輸送費用との関係は図 3.2で描かれる。地域 1の排出税率が高い水準
に引き上げられる

(
T >

(
1−s
s

) 1
2γ

)
と、地域 1の市場規模の優位は高い排出税率によって完全に

相殺される。輸送費用が下落するほど、地域 1で生産された財に対する需要は低くなり、地域
2で生産された財に対する需要は高くなる。それによって、地域 1の企業の生産量と排出量は
減少し、地域 2の企業の生産量と排出量は増加する。両地域の相対排出は下落し続ける。輸送
費用の下落につれ、地域 2の排出量の増加分が地域 1の排出量の減少分を上回るため、経済全
体の排出量は増加する。
一方、地域 1の政府が一定の範囲内で排出規制を強化する

(
1 < T <

(
1−s
s

) 1
2γ

)
時、地域 1の

規制強化は市場規模優位を完全に相殺していないため、地域 1の製造業の生産は輸送費用の下
落につれて拡大することがあり得る。高い輸送費用 (0 < θ < θS)の下において、輸送費用が
下落するほど、地域 1で生産される財の輸出の拡大分が内需の縮小分を上回り、地域 2で生産
される財の輸出の拡大分が内需の縮小分を下回る。地域 1の企業の生産量と排出量は貿易自由
化に従って増え、地域 2の企業の生産量と排出量は貿易自由化に従って減少する。地域 1の排
出量の増加分が地域 2の排出量の減少分を下回るため、経済全体の排出量は輸送費用の下落に
従って下落する。低い輸送費用の (θS < θ < 1)下では、地域 1で生産される財の輸出の拡大分
が内需の縮小分を下回り、地域 2で生産される財の輸出の拡大分が内需の縮小分を上回る。両
地域の相対排出は輸送費用の下落に従って下落していく。この時、地域 1の排出量の増加分が
地域 2の排出量の減少分を上回るため、経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って上昇する。
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3.4 資本移動が存在する均衡

資本がレンタル率の高さに応じて地域の間を移動する場合には、企業シェアの変化は次の式
によって決定される。

ṡn = (R1 −R2)sn(1− sn)

この式より、均衡において、2つの端点解 sn = 0、sn = 1と 1つの内点解 0 < sn < 1が提示
される。端点均衡では、全ての製造業企業が 1つの地域に立地する。内点均衡では、R1 = R2

が成立しなければならず、製造業企業が 2地域間に分散する。ここで、端点均衡を集積均衡と
呼び、内点均衡を分散均衡と呼ぶ。
さらに、資本が資本価格の高い地域に移動するため、sn = 1の時、R1 > R2が満たされる

と、地域 1での集積均衡は安定である。sn = 0の時 R1 < R2が成立すると、地域 2での集積
均衡は安定である。R1 = R2の時、dR1

dsn

∣∣
sn=sLn

< 0が成立すれば、分散均衡は安定である。

3.4.1 同一税率の下での均衡

各地域の政府が同一の税率 tで排出税を課す場合には、T = 1となる。(3.20)式と (3.21)式
より、排出規制は各地域の企業分布に影響を及ばさない。このケースは第 2.1.1節の議論と大
体同じである。この場合には、(3.20)式と (3.21)式より、

R1|sn=0 −R2|sn=0 =
(1− θ)αLW

θσN
(s− θ(1− s)) > 0　　

が常に成立するため、全ての企業が地域 2に立地する均衡は不安定である。また、(3.20)式と
(3.21)式より

R1|sn=1 −R2|sn=1 =
(1− θ)αLW

θσN
(θs− (1− s))　　

が得られる。(1− s)/s < θ ≤ 1の時、R1 > R2が成り立ち、全ての企業が地域 1に立地する集
積均衡は安定である。さらに、0 < θ ≤ (1 − s)/sの時、R1 = R2が成立することが可能であ
り、分散均衡における地域 1の企業シェア sLSn は次のように表される。

sLSn =
1 + θ

1− θ
s− θ

1− θ
(3.33)

(3.33)式より、dsLS
n
dθ > 0が成り立つ。分散均衡における地域 1の企業シェアは貿易自由化に従っ

て上昇する。
また、(3.20)式より、

0 ≤ θ <
1− s

s
⇒ dR1

dsn

∣∣
sn=sLS

n
< 0　　　

が得られる。θが 1−s
s 以下にある時、分散均衡は安定的で、唯一の長期均衡である。θが 1−s

s

以上になる時、(3.33)式より、sLSn は 1となり、均衡は地域 1での集積均衡になる。この時、
R1 > R2が成り立ち、地域 1での集積均衡は安定的で、唯一の均衡である。
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図 3.3: 貿易自由化と均衡における企業分布 (T = 1)

貿易自由化に伴う長期均衡の変化が図 3.3によって描かれる。各地域の政府が同一の税率を
取る場合には、排出規制は企業の分布に影響を及ばさない。貿易自由化に従い、均衡は分散均
衡から市場規模が大きい地域での集積均衡になる。
(3.22)式、(3.23)式、(3.24)式および (3.33)式より、同一税率の下では、長期均衡における

各地域の排出量は

DLS
1 =

ϵLW sLSn
t

DLS
2 =

ϵLW (1− sLSn )

t
DLS

W =
ϵLW

t
= DSS

W (3.34)

となる。(3.34)式から、各地域の排出量はこの地域の企業シェアと排出税率の高さによって決定
されることが分かる。各地域では、排出量は排出税率の上昇によって減らされる。輸送費用の
下落に従い、地域 1に立地する企業は多くなり、地域 1の排出量は上昇する。また、θが (1−s)

s

を超える時、すべての企業は地域 1に集中し、地域 1の排出量は経済全体の排出量であり、地
域 2の排出量はゼロになる。両地域は同じ排出税率を取る場合には、資本移動が存在する時の
経済全体の排出量は資本移動がない時と同じ水準である。

3.4.2 一方的な規制強化

地域 1の排出税率が tから t1に引き上げられる場合において、T = t1
t > 1が成り立つ。地域

1の集積均衡において、資本レンタル率は次のように与えられる。

R1

∣∣
sn=1

=
αLW

σN
R2

∣∣
sn=1

=
αLW

σNT γ
(θs+

1− s

θ
) (3.35)

T を所与とし、(3.20)式と (3.21)式より、次の式が満たされると、R1

∣∣
sn=1

> R2

∣∣
sn=1

が常に
成立し、地域 1での集積均衡は安定的である。

θL1F ≤ θ ≤ θR1F

ここで、

θL1F ≡
T γ −

√
T 2γ − 4s(1− s)

2s
θR1F ≡

T γ +
√

T 2γ − 4s(1− s)

2s
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と定義される。定義より、θL1F > 1−s
s が得られる。T の値が大きいほど、θ

L
1F の値が大きく、θ

R
1F

の値が小さく、地域 1の安定的な集積均衡を導く θの範囲は小さい。
また、地域 2の集積均衡では、各地域の資本価格は次の通り与えられる。

R1

∣∣
sn=0

=
αLW

σN
T γ

[s
θ
+ θ(1− s)

]
R2

∣∣
sn=0

=
αLW

σN
(3.36)

θが次の範囲内にある時、R1

∣∣
sn=0

< R2

∣∣
sn=0

が常に成立し、地域 2の集積均衡は安定的で、唯
一の長期均衡である。

θL2F < θ ≤ 1　　　

ここで、θL2F ≡ 1−
√

1−4s(1−s)T 2γ

2(1−s)T γ と定義される。θL2F の定義より、T の値が大きいほど、θL2F の
値、つまり、地域 2の安定的な集積均衡を導く θの閾値は小さい。
θR1F と θL2F の定義より、1 < T < [4s(1− s)]

1
2γ の時、θR1F < θL2F が成立し、分散均衡の存在が

あり得る。1 < T < [4s(1− s)]
1
2γ の時、θ ∈ [0, θL1F )∪ (θR1F , θ

L
2F )であれば分散均衡が存在する。

　　 (3.20)式と (3.21)式より、分散均衡における地域 1の企業シェア sLn は次のように与え
られる。

sLn =
(1− θ2)T γ

(1− θT γ)(T γ − θ)
s− θ

T γ − θ
(3.37)

(3.37)式より、θが

θ = θL ≡
√

(1− T γ)2 + 4(2s− 1)2T 2γ − (1− T γ)

2(2s− 1)T γ

になる時、地域 1の企業シェアが 1
2になり、企業は両地域の間に均等に分布する。さらに、(3.20)

式と (3.37)式より、分散均衡の安定性条件は以下の通り求められる。

dR1

dsn

∣∣
sn=sLn

=
αLW (1− s)(1− θT γ)

σNs(1− θ2)2T γ
(θ − T γ)(θ2s+ θT γ + 1− s) (3.38)

ここで、θL2F の定義より、θL2F < T γ が成立するため、θ < θL2F である限り、
dR1
dsn

∣∣
sn=sLn

< 0が
成立する。

命題 2 地域 1が排出規制をある程度強化する場合には、分散均衡は安定的である。輸送費用が
高い時、分散均衡における地域 1の企業シェアは輸送費用の下落に従って上昇し、輸送費用が
低い時、輸送費用の下落に従って下落する。地域 1が排出規制を厳しく強化する場合には、地
域 1での集積均衡が存在せず、貿易自由化に従い、均衡が分散均衡から地域 2での集積均衡に
なる。

証明: (3.37)式を (3.20)式と (3.21)式に代入すると、次の関係式が得られる。

θ <
s

1
2T γ − (1− s)

1
2

s
1
2 − (1− s)

1
2T γ

⇒ dR1

dθ

∣∣
sn=sLn

> 0
dR2

dθ

∣∣
sn=sLn

< 0

θ >
s

1
2T γ − (1− s)

1
2

s
1
2 − (1− s)

1
2T γ

⇒ dR1

dθ

∣∣
sn=sLn

< 0
dR2

dθ

∣∣
sn=sLn

> 0
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θL1F と θR1F の定義より、

θL1F <
s

1
2T γ − (1− s)

1
2

s
1
2 − (1− s)

1
2T γ

< θR1F

が得られ、次の式が成立する。

0 < θ < θL1F ⇒ dR1

dθ

∣∣
sn=sLn

> 0
dR2

dθ

∣∣
sn=sLn

< 0

θR1F < θ < θL2F ⇒ dR1

dθ

∣∣
sn=sLn

< 0
dR2

dθ

∣∣
sn=sLn

> 0

分散均衡において、輸送費用が高い場合に、貿易自由化に従い、地域 1での資本レンタル率
は上昇し、地域 2での資本レンタル率は下落する。この時、地域 1への企業移動が発生する。
dR1
dsn

∣∣
sn=sLn

< 0があるため、企業移動に従い、地域 1での資本レンタル率は下落し、地域 2で
の資本レンタル率は上昇する。両地域の資本価格が企業の移動につれて再び等しくなり、地域
1の企業シェアは高くなる。輸送費用が低い場合に、貿易自由化につれ、地域 1の資本価格は
下落し、地域 2の資本価格は上昇する。この時、地域 2への資本移動が発生する。企業移動に
従い、両地域の資本価格が再び等しくなり、地域 1の企業シェアは低くなる。 ■

1

1

2

0

sn

θ

s

θ
L

1F θ
R

1F
θ
L

2F
1

1−s

s θ
L

図 3.4: 貿易自由化と均衡における企業の分布 (1 < T < [4s(1− s)]
1
2γ )

図 3.4では、貿易自由化にともなう長期均衡の変化が描かれる。地域 1が排出規制をある程
度強化する場合 (1 < T < [4s(1− s)]

1
2γ )には、地域 1の市場規模優位は排出規制の強化によっ

て完全に相殺されない。輸送費用が高い時、均衡は分散均衡である。この時、貿易自由化に従
い、均衡における地域 1の企業シェアは上昇する。θが θL1F になる時、均衡は地域 1での集積
均衡となる。地域 1での集積均衡において、貿易自由化に従い、地域 2で製造業の財に対する
需要が拡大し続け、地域 2での資本レンタル率は上昇する。θが θR1F を超える時、均衡が再び
分散均衡になる。さらなる貿易自由化につれ、地域 2での資本レンタル率は上昇し、地域 1で
の資本レンタル率は下落するため、均衡における地域 1の企業シェアは貿易自由化に従って下
落する。θが θL2F を超える時、均衡は地域 2での集積均衡になる。
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さらに、(3.20)式と (3.21)式より、T > [4s(1 − s)]
1
2γ の時、任意の θの下で R1 < R2が成

立するため、地域 1の集積均衡は存在しない。すなわち、地域 1の政府が十分高い排出税率を
取る場合には、地域 1での集積均衡が成り立たない。θL2F の定義より、0 ≤ θ < θL2F の時、長
期均衡は分散均衡である。θL2F < T γ が成立するため、(3.38)式より、dR1

dsn

∣∣
sn=sLn

< 0が成り立
ち、分散均衡は安定的である。

命題 3 一方的な規制強化が行われる場合において、地域間の企業移動は地域の市場規模と排出
規制の厳しさによって決められる。地域 1の政府がある程度排出規制を強化する場合に、貿易
自由化に従い、企業はまず地域 1に集積し、その後地域 2に集積する。地域 1の政府が厳しい
規制を行う場合に、貿易自由化に従い、企業は地域 2に集積する。

地域 1がある程度排出規制を強化する (1 < T < [4s(1 − s)]
1
2γ )場合には、(3.22)式～(3.24)

式より、地域 1及び地域 2での集積均衡では、各地域の排出量は以下の通り与えられる。

DL
1

∣∣
sn=1

= DL
W

∣∣
sn=1

=
ϵLW

Tt
　 DL

2

∣∣
sn=0

= DL
W

∣∣
sn=0

=
ϵLW

t

地域 r(r = 1, 2)での集積均衡において、経済全体の排出水準は地域 r(r = 1, 2)の排出水準と
等しくなる。(3.20)式～(3.24)式より、分散均衡における地域 1の排出量DL

1、地域 2の排出量
DL

2 と経済全体の排出量DL
W は次のように表される。

DL
1 |sn=sLn

=
ϵLW

Tt
sLn　 DL

2 |sn=sLn
=

ϵLW

t
(1− sLn)　

(3.39)

DL
W |sn=sLn

=
ϵLW

t

(
sLn
T

+ 1− sLn

)
(3.33)式と (3.37)式より、地域 1が規制強化前後の企業シェアの変化は以下の通り与えられる。

sLSn − sLn = (1 + θ)s

[
1

1− θ
− (1− θ)T γ

(1− θT γ)(T γ − θ)

]
+ θ

(
1

T γ − θ
− 1

1− θ

)
(3.40)

(3.40)式より、

0 < θ ≤ θD ⇒ sLSn ≥ sLn

θD < θ ≤ 1 ⇒ sLSn < sLn

θD ≡ s(1− T γ)

s+ (1 + 2s)(1− T γ)T γ

ゆえに、(3.34)式と (3.39)式より、排出量の変化は企業シェアの変化によって決定されるため、

0 < θ ≤ θD ⇒ DL
1 |sn=sLn

< DLS
1 DL

2 |sn=sLn
> DLS

2 DL
W |sn=sLn

< DLS
W

θD < θ ≤ 1 ⇒ DL
1 |sn=sLn

> DLS
1 DL

2 |sn=sLn
< DLS

2 DL
W |sn=sLn

> DLS
W
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が成立する。輸送費用が高い時、地域 1の排出量は減少し、地域 2の排出量は増加する。地域
1の規制強化は汚染のリーケージを引き起こす。経済全体の排出量は地域 1の規制強化によっ
て削減される。輸送費用が低い時、その逆になる。(3.39)式から dDL

W

dsLn
< 0が得られる。分散均

衡で経済全体の排出水準は地域 1の企業シェアの上昇につれて下落する。

命題 4 地域 1が排出規制をある程度強化する場合には、輸送費用が高い時、分散均衡における
経済全体の排出水準は輸送費用の下落に従って下落し、輸送費用が低い時、分散均衡における
経済全体の排出水準は輸送費用の下落に従って上昇する。地域 1が厳しい排出規制を行う場合
には、分散均衡における経済全体の排出水準は貿易自由化につれて上昇する。規制強化の効果
は貿易自由化につれて弱まる。

DL

W

θ

DLS

W

λLW

t

(

s

T
+ 1− s

)

)

λLW

tT

θL
1F

θR
1F

θL
2F

1θL
′

1F

(1 < T < [4s(1− s)]
1

2γ )

θL
′

2F

(T > [4s(1− s)]
1

2γ )

λLW

t

(

s

T
+ 1− s

)

)

図 3.5: 長期均衡における経済全体の排出量と輸送費用

図 3.5では、長期均衡における経済全体の排出量の変化が描かれる。地域 1が排出規制をあ
る程度強化する場合 (T < [4s(1− s)]

1
2γ )には、輸送費用が高い時、長期均衡が分散均衡となり、

製造業企業は輸送費用の下落に従って地域 1に移転し、高排出税率の下で生産を行う企業の数
が増える。それゆえ、各地域で製造業の財の価格指数が上昇し、製造業の財に対する需要は縮
小し、製造業の財の生産量は減少する。経済全体の排出量は貿易自由化に従って減少する。θ

が θL1F と θR1F の間にある時、長期均衡は地域 1での集積均衡となる。経済全体の排出量は地域
1の排出量に一致する。θが θR1F を超えると、地域 1の集積均衡が不安定になり、製造業企業は
地域 2へ移転する。輸送費用の下落に従い、地域 2へ移転する企業の数は増えて行き、経済全
体の排出量は増加していく。θが θL2F を超える時、長期均衡は地域 2での集積均衡になり、経
済全体の排出量は地域 2の排出量に一致し、同一税率の下での排出量と等しくなる。地域 1が
厳しい排出規制を実施する場合 (T > [4s(1− s)]

1
2γ )には、輸送費用が高い時、長期均衡が分散

均衡となり、製造業企業は輸送費用の下落に従って地域 2に移転し、経済全体の排出量は輸送
費用の下落に従って増加する。輸送費用の下落につれ、長期均衡が地域 2での集積均衡となる。
この時、地域 1の規制強化が無効となり、経済全体の排出量は同一税率の下での排出量と等し
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くなる。

3.4.3 社会厚生

(3.3)式と (3.6)式より、地域 rの社会的間接効用関数は次のように与えられる。

Vr = α logα− α logPMr + Lr + nrRr + trDr − α− ϕDr

(3.20)式～(3.23)式より、上の式は次のように書き換えられる。

Vr = α logα− α logPMr − α+ sLW + [1− γ +
ϕγ

tr
]nrRr (3.41)

Pflueger(2001)の議論に従い、両地域政府が同一税率を取る場合に社会計画者が存在するこ
とを仮定する。この社会計画者は経済全体の社会厚生 V1 + V2を最大にするように排出税率を
設定する。(3.12)式、(3.13)式、(3.20)式、(3.21)式及び (3.41)式より、経済全体の社会厚生
を最大にさせる排出税率 t∗は定数であり、次のように表される。

t∗ =
ϕ(σ − 1)LW

2σ

(3.41)式より、長期均衡で V1|t=t∗ > V2|t=t∗ が常に成立する。(3.33)式と (3.41)式より、

dV1

dθ

∣∣
sn=sLS

n
> 0

dV2

dθ

∣∣
sn=sLS

n
< 0

が求められる。

命題 5 長期均衡において、両地域の政府が同一の排出税率を取る時、市場規模が大きい地域
における社会厚生水準は市場規模が小さい地域より高い。社会厚生の格差は貿易自由化に従っ
て拡大する。

地域 1の排出税率が t∗から t1に引き上げられる場合には、T = t1
t∗ > 1が成り立つ。(3.41)

式より、

V1

∣∣
sn=1

> V2

∣∣
sn=0

dV1

dθ

∣∣
sn=0

> 0
dV2

dθ

∣∣
sn=1

> 0

が求められる。集積均衡において、地域 1の社会厚生は地域 2より高い。製造業企業がない地
域では、製造業の財の価格が貿易自由化につれて下落するため、社会厚生は貿易自由化に従っ
て上昇する。
分散均衡において、(3.37)式と (3.41)式より

dV1

dsn

∣∣
sn=sLn

> 0
dV2

dsn

∣∣
sn=sLn

< 0

が得られる。分散均衡で各地域の社会厚生は企業シェアの上昇に伴って上昇する。
一方的に排出規制を強化する場合には貿易自由化に従って社会厚生の変化は解析的に解けない

が、数値のシミュレーションより、図 3.6のように表される3。貿易自由化に従い、各地域の社会
3各パラメーターの値は次のように与えられる。α = 0.6、β = 0.4、σ = 2.8、N = 30、LW = 50、s = 0.6、

ϕ = 0.7
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図 3.6: 長期均衡における社会厚生と輸送費用

厚生の変化は地域の企業シェアの変化と大体一致する。また、地域 1が排出規制を強化する場合
には、地域 1の市場規模優位が排出規制によって相殺されない限り (T < (1−s

s )
1
2γ )、地域 1の社

会厚生は地域 2より高い。地域 1の市場規模優位が排出規制によって相殺される (T > (1−s
s )

1
2γ )

とき、地域 1の社会厚生水準は貿易自由化に従って下落し、地域 2の社会厚生水準は貿易自由
化に従って上昇する。貿易自由化につれ、地域 1の社会厚生水準は地域 2より低くなる。

3.5 おわりに

本章は FCモデルにローカルな汚染排出と排出規制を導入し、貿易自由化の背景で一方的な
排出規制強化が企業の集積と各地域の排出量に及ぼす影響を分析した。本章は輸送費用の低下
に伴う貿易自由化と市場規模の異なりに着目し、外生的な排出税率の下で地域間の企業移動を
議論した。
本章の分析は経済全体の排出量は一方的な規制強化によって削減されることを示した。さら

に、本章の議論により、地域間の企業移動は地域の市場規模と排出規制の厳しさによって決め
られることが分かった。輸送費用が一定の下で、市場規模が大きい地域 (地域 1)の政府が規制
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強化を行う時、地域の市場規模の優位が規制強化によって相殺されるため、排出規制が緩やか
な地域への企業移転が引き起こされ、汚染避難地効果が現れる。また、高い (低い)輸送費用の
下で、輸送費用の下落に伴う貿易自由化が地域の市場規模優位を強める (弱める)ため、地域 1

の政府がある程度排出規制を強化する場合には、輸送費用が高い時、貿易自由化に従う企業の
移転が発生せず、汚染避難地仮説が成立しない。輸送費用が低い時、貿易自由化に従い、規制
が緩やかな地域への企業移転が発生し、汚染避難地仮説が成立する。地域 1の政府は厳しい規
制を行う場合には、地域の市場規模の優位が排出規制によって完全に相殺されるため、この時、
輸送費用に関わらず、企業が規制の緩やかな地域へ移動する傾向が強く、汚染避難地効果が発
生する。
しかしながら、本章は準線形の効用関数を用いて議論を展開したため、各地域の所得水準が

企業の移転に及ぼする影響と、企業の移動が引き起こす地域の所得水準や物価水準の変化を考
慮していなかった。現実には、このような、地域の所得水準と企業の移動との相互作用は企業
の集積を左右する重要な要因である。この相互作用が環境規制の効果に与える影響、またはこ
の相互作用を考える上で、貿易自由化に従う企業の集積と環境規制との関係を明示することが
興味深い課題である。さらに、本章では、集積力は外生的に与えられた市場規模の差異から生
み出される。内生的な市場規模の下で、排出規制と企業の集積に対し、より一般的な考察を行
う必要がある。これらの課題についての考察は第 4章で行われる。
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第4章 労働移動と汚染避難地仮説

4.1 はじめに

本章の目的は第 3章の議論で捨象された地域の所得と企業の移動との相互作用を配慮し、NEG
のフレームワークで排出税の効果を考察することである1。第 3章と違い、本章は Forslid and

Ottaviano (2003)によって提示される FEモデルに汚染排出と排出税を導入し、排出規制が起
業家の移動に与える影響を考察する。さらに、本章は内生的な市場規模の下で、汚染避難地効
果が発生するメカニズムを明らかにし、汚染避難地仮説に関する実証結果が分かれていること
に対する一般的な解釈を与える。
汚染避難地効果や汚染避難地仮説に関する理論研究は主に完全競争モデルと不完全競争モデル

に基づいている。Pething (1976)が新古典派貿易理論の仮定の下で、環境規制が貿易パターンに
影響を考察し、環境規制が緩やかな国は汚染集約的な財で比較優位を持つことを示す。Brander

and Taylor (1997)は環境財を消費する国と環境財を保護する国を想定し、貿易自由化に従い、
環境財を消費する国におけるダーティー財を生産する企業の数が増加し、ダーティー財の輸出
が増えることを提示する。
FEモデルで排出税を考察する研究として、Elbers and Withagen (2004)があげられる。Elbers

and Withagen (2004)は FEモデルにローカルな汚染排出と、企業の固定費用として徴収され
る排出税を導入し、内生的な排出税の下で企業の集積を考察し、ナッシュ均衡における排出税
率と最適排出税率の比較を行った。本章は Elbers and Withagen (2004)と同じように、FEモ
デルで排出税に関する分析を行う。ただし、Elbers and Withagen (2004)において、排出税が
企業の生産に関わらず一定の額で徴収されるため、排出税率の変化が企業の排出に影響を及ば
さず、熟練労働者の立地だけに影響を及ぼす。これに対し、本章は企業の生産に関わる排出税を
導入し、排出税が各地域の排出に与える影響を考察する。また、Elbers and Withagen (2004)

は輸送費用がゼロである自由貿易経済と閉鎖的経済の下でのナッシュ均衡排出税率を求めてい
るが、本章は輸送費用の下落に伴う貿易自由化に着目し、一方的な排出規制の強化が熟練労働
者の移転に及ぼす影響を考察する。
本章のモデルで、企業の分散と集積を決定する要因が 3つある。起業家の 1つの地域への集

積に伴い、同じ地域における企業の間の競争が激しくなり、企業の分散をもたらす。一方、起
業家の移動に伴い、この地域における需要が拡大し、企業の集積を導く。この集積効果は貿易
自由化に従って強くなる。さらに、排出規制の強化は最終財の価格を引き上げ、起業家の実質
賃金にマイナスの影響を及ぼし、企業の分散をもたらす。その結果として、政府が排出を厳し
く規制する時、規制強化がもたらす分散効果は非常に強く、この時、貿易自由化に関わらず、
企業は規制の厳しい地域から緩やかな地域に移動し、汚染避難地効果が発生する。政府が排出
規制をある程度強化する時、企業の移動は集積効果と分散効果のトレードオフによって決定さ

1本章は劉 (2015)に基づく。

33



れるため、高い輸送費用の下では、企業は貿易自由化に従って移動することがない。この時、
汚染避難地仮説が成り立たない。逆に、低い輸送費用の下では、汚染避難地仮説が成立する。
本章の構成は、以下の通りである。次節では各部門の行動に関する基本モデルを設定し、特

に、企業の生産に関わる排出税を定義する。第 3節では、異なる環境規制が各地域の起業家の
移動に与える影響を分析する。その上で汚染避難地効果を理論的に検証し、汚染避難地仮説を
説明する。さらに、各地域の排出量が輸送費用の変化に従う変化を考察する。第 4節では本章
の結論をまとめ、残された課題について記述する。

4.2 モデルの構造

考察する経済は 2つの地域 r(r = 1, 2)と 2つの最終財部門 (農業部門と製造業部門)からな
る。各地域に非熟練労働者と熟練労働者が存在する。非熟練労働市場は完全競争的であり、非
熟練労働者は地域間を移動しないが、地域内の業界間を自由に移動できる。熟練労働者は実質
賃金率に応じて地域間を移動する。経済全体における非熟練労働者の総人数は 2Lであり、両地
域間に均等に固定して分布している。すなわち、L1 = L2 = Lが成り立つ。熟練労働者の総人
数はHであり、地域 1における熟練労働者のシェアを λで表す。地域 1と地域 2の熟練労働者
数はそれぞれ、λH と (1− λ)H である。λは地域間の効用格差によって内生的に決定される。
農業財市場と製造業の財市場は完全競争的である。農業財の貿易には輸送費用がかからず、

製造業財の地域間の貿易がないと仮定する。各地域の政府がこの地域で発生する排出に対して
排出税を徴収し、税収を地域内に居住する非熟練労働者に均等的に分配する。地域 rにおける
排出税率を trとする。

4.2.1 最終財部門

農業財の生産に非熟練労働の投入が必要である。農業部門において、1単位の労働力で 1単
位の農業財が生産できるとする。農業財を価値基準財とし、農業財部門で働く非熟練労働者の
賃金率は 1である。製造業部門の生産には中間財の投入と汚染の排出が必要である。地域 rに
おける製造業部門の生産関数は次のように与えられる。

Yr = GXβ
r D

1−β
r (0 < β < 1) (r = 1, 2) (4.1)

ここで、Yr は製造業の財の生産量であり、Dr は排出量である。Gは技術水準を表すパラメー
ターである。XrはN 種類の差別化された中間財の集合であり、以下の通り与えられる。

Xr =

[∫ n1

0
x

σ−1
σ

ri di+

∫ n2

0
x

σ−1
σ

rj dj

] σ
σ−1

(i ∈ [0, n1], j ∈ [0, n2]) (4.2)

n1は地域 1で生産された中間財のバラエティの数であり、n2は地域 2で生産された中間財の
バラエティの数である。さらに、N は一定であり、N = n1 + n2とする。xriは地域 1で生産
されるバラエティiの中間財の投入量であり、xrj は地域 2で生産されるバラエティjの中間財
の投入量である。σは各中間財間の代替弾力性を表し、ここで、議論の単純化のために、σ > 2

とする。
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製造業の財の市場は完全競争的であり、製造業部門の利潤最大化問題を解き、次の式が得ら
れる。

PXrXr = βPYrYr trDr = (1− β)PYrYr (4.3)

ここで、trは地域 rでの排出税率であり、tr > 0とする。PXr は地域 rの中間財の価格インデッ
クスである。さらに、製造業の財の価格 PYr は以下の通り与えられる。

PYr =
1

G

[
1

ββ(1− β)1−β

]
P β
Xr

t1−β
r (4.4)

ここで、PYr は中間財の価格インデックスと排出税率によって決定されることがわかる。

4.2.2 中間財部門

Dixit and Stiglitz (1977)に従い、以下の費用最小化問題を解き、地域 rにおける各種類の中
間財に対する需要 xdri、xdrj が得られる。

min

∫ n1

0
prixridi+

∫ n2

0
prjxrjdj s.t. Xr =

[∫ n1

0
x

σ−1
σ

ri di+

∫ n2

0
x

σ−1
σ

rj dj

] σ
σ−1

ここで、priと prj はそれぞれ、地域 rでの中間財 iの価格と中間財 jの価格である。

xdri =

(
pri
PXr

)−σ

Xr xdrj =

(
prj
PXr

)−σ

Xr (4.5)

さらに、中間財の価格インデックスは次のように表される。

PXr =

[∫ n1

0
p1−σ
ri di+

∫ n2

0
p1−σ
rj dj

] 1
1−σ

(4.6)

また、中間財部門は収穫逓増の技術を用い、独占的競争市場の下で生産を行う。1つの企業
は 1種類の中間財だけ生産する。企業は 1単位の中間財を生産するために、b単位の非熟練労
働を可変費用、1単位の熟練労働を固定費用として投入しなければならない。地域 1に立地す
る中間財企業 iが xi単位の中間財を生産する時の費用は以下の通り与えられる。

TCi = bw1Lxi + w1H

w1Lは地域 1での非熟練労働者の賃金率である。非熟練者は地域内の産業間を自由に移動でき
るため、中間財部門で働く非熟練労働者の賃金率は農業部門の労働者と同じであり、1となる。
w1L = w2L = 1が成立する。w1H は地域 1での熟練労働者の賃金率を表す。各地域に立地する
企業の数はこの地域における熟練労働者の人数によって決定される。経済全体における熟練労
働者数はHであるため、各地域の中間財企業の数はこの地域における熟練労働者の人数と一致
し、次のように表される。

n1 = λH 　 n2 = (1− λ)H

中間財の貿易に氷塊型輸送費用がかかり、輸送費用は τ − 1(τ > 1)である。すなわち、他の地
域と 1単位の中間財の貿易を行うために、τ 単位の中間財を輸送しなければならない。地域 1
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に立地する中間財企業 iと地域 2に立地する中間財企業 j の利潤 Πi、Πj は次のように与えら
れる。

Πi = (p1i − b)xd1i + (p2i − τb)xd2i − w1H (4.7)

Πj = (p2j − τb)xd1j + (p2j − b)xd2j − w2H (4.8)

(4.5)式を (4.7)式、(4.8)式に代入し、企業の利潤最大化問題を解き、各種の中間財の価格は次
のように表される。

p ≡ p1i =
σ

σ − 1
b p2i =

τσ

σ − 1
b = τp (4.9)

p1j =
τσ

σ − 1
b = τp p2j =

σ

σ − 1
b = p (4.10)

(4.9)式と (4.10)式より、各地域における中間財の価格インデックスは以下の通り与えられる。

PX1 = (n1 + θn2)
1

1−σ p PX2 = (θn1 + n2)
1

1−σ p (4.11)

ここで、θは θ = τ1−σ と定義され、輸送費用の逆指標であり、貿易自由度を反映する。τ > 1

より、θ ∈ (0, 1)が成り立つ。さらに、θ = 0は輸送費用が無限大な閉鎖経済を表し、θ = 1は
輸送費用が全くかからない自由貿易経済を表す。

4.2.3 消費者部門

地域 rに居住する代表的消費者の効用関数は次のようになる。

Ur = α log cYr + (1− α) log cAr − γDW

ここで、cYr と cAr はそれぞれ、地域 rでの製造業の財の消費量と農業財の消費量を表してい
る。DW は経済全体の汚染排出量であり、DW = D1 +D2で表される。α (0 < α < 1)は消費
者が製造業の財に対する選考を表すパラメーターである。γは排出によって引き起こされた効
用の損失を表すパラメーターである。地域 rにおける代表的消費者の予算制約は次のように表
される。

erL = PYrcYr + cAr erH = PYrcYr + cAr

erL、erH はそれぞれ、代表的非熟練労働者の所得と代表的熟練労働者の所得である。効用最大
化問題を解き、地域 rに居住する非熟練労働者と熟練労働者が各最終財に対する需要はそれぞ
れ、次のように表される。

cYrL
=

αerL
PYr

cArL
= (1− α)erL (4.12)

cYrH
=

αerH
PYr

cArH
= (1− α)erH (4.13)
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(4.12)式と (4.13)式より、地域 rにおける製造業の財CYr に対する総需要と農業財に対する総
需要 CAr はそれぞれ、以下の通り与えられる。

CYr = cYrL
L+ cYrH

nr = α
(erLL+ erHnr)

PYr

=
αEr

PYr

(4.14)

CAr = cArL
L+ cArH

nr = (1− α)Er (4.15)

ここで、Erは地域 rにおける消費者全体の総所得であり、次のように定義される。

E1 = e1LL+ e1HλH = L1 + w1HλH + t1D1 (4.16)

E2 = e1LL+ e1H(1− λ)H = L2 + w2H(1− λ)H + t2D2 (4.17)

4.2.4 短期均衡

熟練労働者が短期的に地域間を移動しないと仮定する。この場合には、最終財市場の均衡で
CYr = YrとCAr = Arが成立するため、(4.14)式と (4.15)式より、均衡において、次の式が成
り立つ。

PYrYr = αEr PArAr = Ar = (1− α)Er (4.18)

さらに、(4.3)式と (4.18)式より、均衡では、各地域における中間財に対する需要と排出は次の
ように表される。

Xr =
αβEr

PXr

Dr =
α(1− β)Er

tr
(4.19)

(4.19)式から、地域 rの汚染の排出量はこの地域の所得水準 (あるいは市場規模)と排出税率に
よって決定されることが分かる。(4.5)式と (4.19)式より、地域 rで各種類の中間財に対する需
要は次のように表される。

xdri =

(
pri
PXr

)−σ αβEr

PXr

xdrj =

(
prj
PXr

)−σ αβEr

PXr

(4.20)

(4.11)式より、短期均衡において、各地域における中間財の価格インデックスは以下の通り与
えられる。

PX1 = pH
1

1−σ [λ+ θ(1− λ)]
1

1−σ PX2 = pH
1

1−σ [θλ+ (1− λ)]
1

1−σ p (4.21)

ここで、各地域の中間財の価格インデックスはこの地域における熟練労働者の人数 (あるいは
中間財企業の数)の増加に従って下落する。さらに、(4.20)式より、各地域における地域 1で生
産される中間財 iと地域 2で生産される中間財 jに対する需要はそれぞれ、以下の通りに求め
られる。

xd1i =
αβE1

(n1 + θn2)p
xd1j = τ−σ αβE1

(n1 + θn2)p
(4.22)

xd2i = τ−σ αβE2

(θn1 + n2)p
xd2j =

αβE2

(θn1 + n2)p
(4.23)
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(4.7)式、(4.8)式、(4.22)式および (4.23)式より、地域 1に立地する中間財企業 iと地域 2に立
地する中間財企業 jの利潤はそれぞれ、次のように表される。

Πi =
αβE1

σ(n1 + θn2)
+

αβθE2

σ(θn1 + n2)
− w1H

Πj =
αβθE1

σ(n1 + θn2)
+

αβE2

σ(θn1 + n2)
− w2H

中間財部門の自由参入・退出を想定し、均衡において、中間財企業の利潤はゼロとなり、熟練
労働者の名目賃金率は以下の通り与えられる。

w1H =
αβ

σ

[
E1

λ+ (1− λ)θ
+

θE2

θλ+ (1− λ)

]
1

H

w2H =
αβ

σ

[
θE1

λ+ (1− λ)θ
+

E2

θλ+ (1− λ)

]
1

H

さらに、経済全体の総所得をEw = E1 +E2と定義し、熟練労働者の名目賃金率は次のように
書き換えられる。

w1H =
αβ

σ

[
s

λ+ (1− λ)θ
+

θ(1− s)

θλ+ (1− λ)

]
Ew

H
(4.24)

w2H =
αβ

σ

[
θs

λ+ (1− λ)θ
+

1− s

θλ+ (1− λ)

]
Ew

H
(4.25)

ここで、sは s ≡ E1/Ew と定義され、地域 1の所得が経済全体の所得で占めるシェアを表し、
地域 1の市場規模の大きさを映している。(4.24)式と (4.25)式では、カッコの中の第 1項は地
域 1からの需要であり、第 2項は地域 2からの需要である。短期均衡において、熟練労働者の
分布 λが一定であり、地域 1の市場規模の拡大に従い、地域 1における熟練労働者の名目賃金
率は上昇し、地域 2での名目賃金率は下落する。
(4.24)式、(4.25)式より、経済における熟練労働者全体の総所得は次のように表される。

w1HλH + w2H(1− λ)H =
αβ

σ
Ew

さらに、(4.16)式、(4.17)式と (4.19)式より、経済全体の総所得は以下の通り書き換えられる。

Ew = 2L+ w1HλH + w2H(1− λ)H + t1D1 + t2D2

= 2L+
αβ

σ
Ew + α(1− β)EW

=
2σL

σ(1− α) + αβ(σ − 1)
(4.26)

(4.26)式より、経済全体の総所得 (あるいは総支出)は一定であり、中間財の代替弾力性と消費
者の選好によって決定されることがわかる。中間財の代替弾力性 σが上昇すると、経済全体の
総所得が下落する。消費者の製造業の財に対する選好 αが上昇すると、経済全体の所得規模が
拡大する。
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(4.16)式、(4.17)式、(4.24)式、(4.25)式および (4.26)式より、短期均衡で地域 1の所得シェ
ア (あるいは市場規模)は次のように表される。

s =
E1

EW
=

L+ w1HλH + t1D1

EW
=

∆ [(σϵ− αβ)∆∗ + 2αβθλ]

2 [σϵ∆∆∗ − αβλ(∆∗ − θ∆)]
　 (4.27)

ϵ ≡ 1− α(1− β) ∆ ≡ λ+ (1− λ)θ ∆∗ ≡ θλ+ (1− λ)

(4.27)式より、

ds

dλ
> 0 λ >

1

2
⇔ s >

1

2

が成り立つため2、短期均衡では、各地域の所得はこの地域における熟練労働者の人数に伴って
上昇する。熟練労働者が多い地域の総所得 (あるいは市場規模)は高い。さらに、(4.24)式より、
λが上昇することは、カッコの中の第 1項の分母を大きくし、w1H を小さくする3効果がある。
すなわち、ある地域に熟練労働者が多くなると、中間財企業の数も上昇する。これによって、
地域 1における中間財企業間の競争が激しくなり、地域 1での熟練労働者の賃金率が押し下げ
られる。それと同時に、λの上昇は sを増大させ、w1H を大きくする効果がある4。すなわち、
熟練労働者の人数の上昇は地域 1の市場規模を拡大させ、賃金率を引き上げる。カッコの中の
第 2項の分子・分母は第 1項と反対の効果を持つ。ゆえに、短期均衡において、各地域での熟
練労働者の人数の上昇はこの地域の賃金率に 2つの逆の効果をもたらす。
また、短期均衡における各地域の所得が輸送費用 θの変化に従う変動は解析的に分析できな

い。ただし、(4.27)式より、

s|θ=0 =
1

2
s|θ=1 =

1

2
+

(2λ− 1)αβ

2σϵ

が得られる。すなわち、閉鎖的経済では、中間財の貿易がないため、地域に立地する熟練労働
者の人数 (あるいは中間財企業の数)は製造業の財の生産に影響を及ぼさない。各地域の所得は
熟練労働者の分布と関係なく、1/2となる。自由貿易の経済において、各地域の所得はこの地
域における熟練労働者の人数によって決定される。
(4.19)式より、各地域の排出量は次のように書き換えられる。

D1 =
α(1− β)Ews

t1
D2 =

α(1− β)Ew(1− s)

t2
(4.28)

ここで、各地域の排出量はこの地域の所得シェア及び熟練労働者の人数 (あるいは中間財企業
の数)に伴って上昇する。さらに、(4.3)式より、経済全体の排出量及び各地域の排出シェアは
以下の通り与えられる。

DW = D1 +D2 = α(1− β)EW
t2s+ t1(1− s)

t1t2
(4.29)

sD1 ≡ D1

DW
=

st2
st2 + (1− s)t1

　 sD2 = 1− sD1 =
(1− s)t1

st2 + (1− s)t1
(4.30)

2証明について、付録 A.1を参照。
3Forslid and Ottaviano (2003)により、これは市場押し出し効果 (Market Crowding Effect)と呼ばれる。
4同文により、これは市場規模効果 (Market Size Effect)と呼ばれる。
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(4.29)式より、

dDW

dλ
=

α(1− β)EW (t2 − t1)

t1t2

ds

dλ

dDW

dt1
= − s

t21

dDW

dt2
= −1− s

t22

が得られる。両地域の排出税率が同じである場合には、短期均衡での経済全体の排出量は熟練
労働者の分布によらない。両地域の排出税率が異なる場合には、経済全体の排出量は、税率が
低い地域での熟練労働者の人数に伴って上昇する。さらに、各地域の排出税率の上昇によって
削減される排出量はこの地域の市場規模に比例している。(4.30)式より、各地域の排出シェア
は自地域の市場規模の拡大に伴って上昇し、自地域の排出税率の上昇に伴って下落する。
また、(4.3)式、(4.4)式と (4.14)式より、短期均衡では、地域 rにおける製造業部門の単位

あたり排出 drは次のように表される。

dr ≡
Dr

Yr
=

(1− β)PYr

tr
=

1

G

[
(1− β)PXr

βtr

]β
(4.31)

(4.11)式と (4.31)式より、短期均衡では、輸送費用の下落に従い、中間財の価格インデックス
が下落するため、各地域の製造業部門は中間財の投入を増やす。各地域の単位あたり排出は輸
送費用の下落に従って下落する。

命題 1 短期均衡において、各地域の所得と汚染の排出量はこの地域における熟練労働者の人数
に伴って上昇する。輸送費用の下落に従い、各地域における製造業部門の単位あたり排出は下
落する。

4.3 長期均衡

長期においては、熟練労働者は実質賃金に応じて地域間を移動する。各地域における熟練労
働者の実質賃金率は以下の通り与えられる。

v1 = α log
w1H

PY1

+ (1− α) logw1H − γDW v2 = α log
w2H

PY2

+ (1− α) logw2H − γDW(4.32)

さらに、(4.4)式、(4.11)式、(4.24)式と (4.25)式より、地域間の実質賃金の格差 V が以下の通
り表される。

V (λ, θ) = v1 − v2 = log
∆∗s+ θ∆(1− s)

θ∆∗s+∆(1− s)
− αβ

1− σ
log

∆

∆∗ − α(1− β) log
t1
t2

(4.33)

V > 0の時、熟練労働者は地域 2から地域 1へ移動し、V < 0の時、熟練労働者は地域 1から
地域 2へ移動する。(4.33)式で右辺の第 1項は名目賃金率の格差を表し、第 2項と第 3項は物
価水準の水準の格差を表す。さらに、(4.33)式より、dV/ds > 0、dV/dt1 < 0が成り立つ。す
なわち、熟練労働者はある地域の市場規模の拡大に従ってこの地域へ移動し、ある地域の排出
税率の上昇に従って他の地域へ移動する傾向がある。
ここで、0 < λ < 1の時に達成される長期均衡を分散均衡と呼び、λ = 0あるいは λ = 1の

時に達成される長期均衡を集積均衡と呼ぶ。さらに、長期均衡の安定性条件は次のように与え
られる。

∂V

∂λ
< 0 (0 < λ < 1) (分散均衡)

(4.34)

V (1, θ) > 0　　 V (0, θ) < 0　 (集積均衡) 　
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4.3.1 同一な税率の下での長期均衡

両地域の政府が同じ排出税率 tを定める時、V は次のように書き換えられる。

V (λ, θ) = log
∆∗s+ θ∆(1− s)

θ∆∗s+∆(1− s)
− αβ

1− σ
log

∆

∆∗ (4.35)

ここで、排出税率は熟練労働者の移動に影響を与えないことがわかる5。
(4.27)式より、

∆|λ= 1
2
= ∆∗|λ= 1

2
=

1 + θ

2
s|λ= 1

2
= 1− s|λ= 1

2
=

1

2

が成立するため、(4.35)式より、V (12) = 0が常に成り立つ。すなわち、熟練労働者が両地域間
に均等に分布している時、分散均衡が常に存在する。さらに、(4.34)式より、

θ <
σ − 1− αβ

σ − 1 + αβ
≡ θB ⇒ ∂V

∂λ
|λ= 1

2
< 0 (4.36)

が得られる。ここで、θBは分散均衡の安定性を決定する輸送費用の閾値であり、ブレイク・ポ
イントと呼ばれる6。(4.36)式より、σ > 2と仮定されたため、θB が正であることが確保され

る。貿易自由度 θが θB以下 (あるいは輸送費用 τ が θ
1

1−σ

B より大きい)にある時、分散均衡は安
定である。この時、熟練労働者の移入がもたらす市場押し出し効果は市場規模効果より強いた
め、熟練労働者が両地域に分散する傾向が強い。競争の貿易自由度 θが θB 以下にある時、貿
易自由度が θB より高い時、熟練労働者の移入がもたらす市場規模効果は市場押し出し効果よ
り強いため、熟練労働者は 1つの地域に集積する傾向が強い、分散均衡は不安定である。さら
に、(4.36)式より、θB は σの増加関数であり、αβの減少関数である。それゆえ、中間財の間
の代替性が強い時、熟練労働者は分散する傾向が強い。製造業の財への支出が高く、あるいは
生産における排出のシェアが高い時、熟練労働者は 1つの地域に集積する傾向が強い。
また、(4.27)式より、地域 1での集積均衡において、

∆|λ=1 = 1 ∆∗|λ=1 = θ s|λ=1 =
1

2
+

αβ

2σϵ

が得られる。(4.34)式と (4.35)式より、両地域の政府が同じ排出税率を定める場合には、地域
1での集積均衡は以下の通り表される。

V (1, θ) = log
θ

θ2s+ 1− s
− αβ

1− σ
log

1

θ

さらに、(4.34)式より、安定性条件は以下のように書き換えられる。

f(θ) = 2σϵθ1−
αβ
σ−1 − (σϵ+ αβ)θ2 − (σϵ− αβ) > 0 (4.37)

(4.37)式より、

0 < θ <

(
σϵ

σϵ+ αβ

) αβ
σ−1+αβ

⇒ df

dθ
> 0

(
σϵ

σϵ+ αβ

) αβ
σ−1+αβ

< θ ≤ 1 ⇒ df

dθ
< 0

5このケースで熟練労働者の移動は Forslid and Ottaviano (2003)の議論とほぼ同じである。
6θ の定義より、θB を輸送費用 τ で表記することもできる。ここで議論を簡潔にするために、貿易自由度 θ を

使って分析を展開する。
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が得られる。(4.37)式より、

f(0) < 0 f(θB) > 0 f(1) = 0

が成り立つため、θ ∈ [0, 1]において、f(θ) = 0を満たす θが存在する。ここで、f(θ) = 0の解
θsは集積均衡の安定性を決定する貿易自由度の値であり、サステイン・ポイントと呼ばれる。
さらに、

θB <

(
σϵ

σϵ+ αβ

) αβ
σ−1+αβ

; f(θB) > 0

が成立ため、θB > θsが成り立つ。θ > θsが満たされる場合、集積均衡が安定である。θs < θ < θB

の場合、集積均衡も分散均衡も安定であるため、初期条件によって、熟練労働者が両地域に分
散したり、1つの地域に集積したりする。

θS θB

1

2

1

0 θ

λ

1

図 4.1: 貿易自由度と安定均衡

図 4.1では、貿易自由度の上昇に伴って長期均衡の分岐が描かれる。太線で表されるのは安
定均衡であり、細線で表記されるのは不安定均衡である。貿易自由度が低い時、中間財の輸送
費用が高いので、熟練労働者は両地域に分散することによって、高い輸送費用が引き起こした
実質賃金の損失を回避することができる。貿易自由度が高い時、中間財の輸送費用が低く、熟
練労働者にとって、市場規模が大きい地域でもらえる実質賃金がより高いので、熟練労働者は
市場規模の大きい地域に集中する。
両地域の政府が同一の排出税率 tを規定する時、各地域の排出量はこの地域の所得と一致す

る。(4.21)式、(4.28)式と (4.31)式より、分散均衡において、各地域の排出量と製造業部門の
単位あたり排出は次のように与えられる。

D1|λ= 1
2

= D2|λ= 1
2
=

α(1− β)EW

2t

d1|λ= 1
2

= d2|λ= 1
2
=

F

tβ

(
1 + θ

2

) β
1−σ

F ≡ H
β

1−σ

G

[
(1− β)p

β

]β
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また、集積均衡では、各地域の排出及び単位あたり排出は以下の通り表される。

D1|λ=1 = D2|λ=0 =
α(1− β)(σϵ+ αβ)EW

2σϵt
D2|λ=1 = D1|λ=0 =

α(1− β)(σϵ− αβ)EW

2σϵt

d1|λ=1 = d2|λ=0 =
F

tβ
d2|λ=1 = d1|λ=0 = F

θ
β

1−σ

tβ

分散均衡において、両地域の汚染排出量も単位あたり排出量も一致している。集積均衡では、
熟練労働者が集積する地域の市場規模が大きく、製造業の財に対する需要が大きいため、集積
地での汚染排出量は他地域より高い。さらに、集積均衡において、集積地での中間財の価格イ
ンデックスは他地域より低いため、製造業部門の生産でより多くの中間財が投入され、集積地
での単位あたり排出は他地域より低い。
また、0 < θ < θsの時、長期均衡は分散均衡である。この時、輸送費用の低下 (θの上昇)に

従い、中間財の価格インデックスは下落し、製造業部門でより多くの中間財が投入され、各地
域の単位あたり排出は下落する。θB < θ ≤ 1の時、長期均衡は集積均衡になる。この時、熟
練労働者が集積する地域の単位あたり排出は一定である。輸送費用の下落に従い、熟練労働者
がいない地域での中間財価格インデックスは下落するため、この地域で単位あたり排出は下落
する。

4.3.2 税率が異なる場合の長期均衡

この節で各地域の排出税率が異なる時の長期均衡を議論する。地域 1の政府が一方的に排出
税率を引き上げると仮定する。この時、t1 > tが成り立つため、(4.33)式より、税率格差の拡
大は熟練労働者の分散を導く効果がある。

地域 1での集積均衡

(4.33)式より、地域 1の集積均衡は以下の通り与えられる。

V (1, θ) = log
θ

θ2s+ 1− s
− αβ

1− σ
log

1

θ
− α(1− β) log T

ここで、T ≡ t1/tと定義され、地域間の税率格差を表す。T > 1である。(4.34)式より、地域
1での集積均衡の安定性条件は次のように表される。

f1(θ) = T 1−ϵ(σϵ+ αβ)θ2 − 2σϵθ1−
αβ
σ−1 + T 1−ϵ(σϵ− αβ) < 0 (4.38)

ここで、長期均衡の安定性は貿易自由度と地域間の税率格差によって決定される。(4.37)式と
(4.38)式より、f1(θ) > f(θ)が成立する。また、(4.38)式より、

f1(0) > 0 f ′
1(0) < 0 f1(1) > 0 f ′

1(1) > 0 　

が得られる。ゆえに、θ ∈ [0, 1]にとって、f1(θ)は唯一の最小値が存在する。(4.38)式より、地
域 1の安定的な集積均衡を維持できる θは次のように与えられる。

θa1 < θ < θb1 (4.39)
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ここで、θa1 と θb1 は方程式 f1(θ) = 0の 2つの解である。この解の存在性及び大きさは T に
よって決定される。(4.38)式より、

df1(θ)

dT
> 0

が成り立つため、T が十分に高くなる時、f1(θ)min > 0があり、f1(θ) = 0を満たす θは存在し
ない。T が十分に低くなる時、f1(θ)min < 0、f1(θ) = 0を満たす解が 2つある。

f(θ); (T → 1)

θ

1
θs

θb1θa1

f1(θ, T ); (1 < T < Ts1)

θs1

f1(θ, T ); (T = Ts1)

図 4.2: 税率格差とサステイン・ポイント (λ = 1)

図 4.2では、税率格差が存在する時と存在しない時の安定性条件が描かれる。ここで、太線は
安定均衡を表し、細線は不安定均衡を表す。T の上昇に従い、f1(θ)の曲線が上にシフトする。
f1(θ) = 0を満たす解が 2つある時、T の上昇に従い、f1(θ)の曲線は上にシフトし、θa1の

値が増大し、θb1の値が減少する。すなわち、地域 1の集積均衡が維持できる θの範囲は地域 1

の排出税率の上昇にしたがって縮小する。
f1(θ) = 0に 1つの解が存在する場合には、(4.39)式より、地域 1の集積均衡を達成させる税

率格差 Ts1が以下の通り与えられる。

Ts1 =

[
(σϵ)2θ2ϕ

(σϵ)2 − (αβ)2

] 1
2(1−ϵ)

ここで、ϕ ≡ αβ/(σ− 1)と定義される。任意の θ ∈ [0, 1]にとって、地域間の税率格差が Ts1以
上になると、地域 1の集積均衡が存在しない。
経済の初期均衡が地域 1での集積均衡であることを仮定する。地域 1が排出税率を引き上げ

る時、この地域の集積均衡の存在は排出税率の高さによって決定され、集積均衡の安定性は輸
送費用によって決定される。地域 1の政府が温室効果ガスの排出を厳しく規制し、非常に高い
排出税 (t1 ≥ t2Ts1)を課する時、高い税率がもたらす実質賃金率の損失が非常に大きいため、
熟練労働者が地域 1から押し出される。この時、任意の輸送費用の下においても地域 1での集
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積均衡が存在しない。地域 1の政府が比較的に低い排出税 (t2 < t1 < t2Ts1)を課する場合には、
税率格差と市場押し出し効果などの分散効果と、市場規模効果の間にトレードオフがある。高
い輸送費用 (θ < θa1)の下においては、分散効果は市場規模効果より強いため、地域 1での集
積均衡が存在しない。低い輸送費用 (θ > θa1)の下では、市場規模効果は分散効果より強いた
め、長期均衡は地域 1での集積均衡になる。この時、貿易自由化に従い、輸送費用がある範囲
内で下落しても (θa1 < θ ≤ θb1)、熟練労働者の移動を引き起こさず、地域 1での集積均衡が安
定である。輸送費用がさらなる貿易自由化に従ってある水準以下 (θ > θb1)に落ちると、地域 1

の集積均衡が不安定になり、熟練労働者 (あるいは中間財企業)は地域 2に移動する。

命題 2 地域 1の政府が一定の範囲内で排出税率を引き上げる (t2 < t1 < t2Ts1)場合には、貿
易自由化に従い、熟練労働者は地域 1に留まることがあり得る。

以上の議論からわかるように、地域間の排出規制の格差が存在しない場合には、熟練労働者 (中
間財企業)は貿易自由化に従って 1つの地域に集積する。地域 1が一方的に排出規制を強化す
る場合には、貿易自由化に従い、熟練労働者 (企業)が必ず規制の厳しい地域から規制の緩やか
な地域に移動するわけではない。地域 1での排出規制が非常に厳しい時、貿易自由化に関わら
ず、熟練労働者 (企業)は規制の厳しい地域から規制の緩やかな地域に移動する。地域 1がある
程度排出規制を強化する時、一定の範囲内での貿易自由化は熟練労働者 (企業)の規制の緩やか
な地域への移動を引き起こさない。これによって、汚染避難地仮説が常に成立するわけではな
いことが理論的に解釈される。
また、ある θ̄ ∈ [θa1, θb1]を所与とし、地域 1の安定的集積均衡を維持できる最大の税率格差

Tm1は以下の通り与えられる7。

Tm1 =

[
2σϵ

(σϵ+ αβ)θ̄2 + (σϵ− αβ)

] 1
1−ϵ

θ̄
σ−αβ−1

(1−ϵ)(σ−1) (4.40)

(4.40)式より、一定の輸送費用の下で、税率格差が Tm1以下に抑えられる限り、地域 1からの
熟練労働者の離脱が起こらない。すなわち、Tm1は熟練労働者の離脱を引き起こさずに取れる
最も高い排出税率を表す。さらに、(4.40)式を θに関して微分すると、次の式が得られる。

θ ≤ (>)θ∗m1 ⇒
dTm1

dθ
≥ (<)0

θ∗m1 =

[
(σ − 1− αβ)(σϵ− αβ)

(σ − 1 + αβ)(σϵ+ αβ)

] 1
2

θ∗m1は税率格差の閾値が最大にされる時のサステイン・ポイントである。θが θ∗m1以下である
場合、貿易自由化に従い、地域 1の集積均衡が維持できる税率格差の閾値が高くなり、地域 1

の政府が (熟練労働者の離脱を引き起こさずに)取れる排出税率が高くなる。θが θ∗m1を超える
と、貿易自由化に従い、地域 1の集積均衡が維持できる税率格差の閾値が低くなり。地域 1の
政府が (熟練労働者の離脱を引き起こさずに)取れる排出税率が低くなる。言い換えると、θが
θ∗m1の以下 (以上)にある場合には、貿易自由化に従い、地域 1の政府が排出規制を実施する余
地が大きく (小さく)なる。

7f1(θ) = 0を T に関して解く。
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また、(4.27)式、(4.28)式と (4.31)式より、各地域の排出量及び単位あたり排出は以下の通
り与えられる。

D1T |λ=1 =
α(1− β)(σϵ+ αβ)EW

2σϵtT
D2T |λ=1 =

α(1− β)(σϵ− αβ)EW

2σϵt

d1T |λ=1 =
F

(tT )β
d2T |λ=1 =

Fθ
β

1−σ

tβ

ここで、地域 1の排出量と単位あたり排出は規制強化前より減少することが分かる。さらに、
(4.26)式と (4.40)式より、地域 1の集積均衡における最小排出量は次のように表される。

Dm1 =
(1− ϵ)(σϵ+ αβ)

ϵ(σϵ− αβ)t2

L

Tm1
(4.41)

(4.41)式より、地域 1の集積均衡における最小排出量は Tm1の上昇に従って下落する。輸送
費用が θ∗m1である時、集積均衡における地域 1の排出量は最も低い水準に抑えられる。

命題 3 地域 1の集積均衡において、輸送費用の下落に従い、地域 1の最小排出量はまず下落
する。輸送費用がある水準以下に落ちる時、地域 1の最小排出量は輸送費用の下落に従って上
昇する。

地域 2での集積均衡

(4.33)式より、地域 2の集積均衡は以下の通り与えられる。

V (0, θ) = log
s+ θ2(1− s)

θ
− αβ

1− σ
log θ − α(1− β) log T

地域 2での集積均衡の安定性条件は次のように表される。

f2(θ) = (σϵ+ αβ)θ2 − 2σϵT 1−ϵθ1−
αβ
σ−1 + (σϵ− αβ) < 0 (4.42)

(4.42)式より、

f2(0) > 0 f ′
2(0) < 0 f2(1) < 0 f ′

2(1) > 0　
df2(θ)

dT
< 0

が成立するため、f2(θ)は唯一の最小値が存在し、この値はゼロ以下にある。ゆえに、方程式
f2(θ) = 0は [0, 1]の範囲内で 1つの解 θs2を持つ。すなわち、地域 2の集積均衡では、サステ
イン・ポイントは唯一である。T の上昇は地域 2での集積均衡を安定させる。さらに、(4.42)

式より、dθs2/dT < 0が成立するため、T の上昇に従い、地域 2の集積均衡のサステイン・ポイ
ントの値は小さくなる。さらに、T = 1の時、θs2は θs1と一致するため、T > 1の場合には、
θs2 < θs1が成り立つ。
図 4.3では、地域 2の集積均衡が描かれる。T が上昇すると、f2(θ) = 0の曲線が下方へシフ

トし、θs2は小さくなる。地域 1が排出規制を強化する場合には、貿易自由化に従い、地域 2で
の集積均衡は不安定から安定になる。

46



f(θ); (T = 1)

θ1

θs

f2(θ, T0); (T0 > 1)

θs2

0

f2(θ, T1); (T1 > T0)

θ′
s2

図 4.3: 税率格差とサステイン・ポイント (λ = 0)

θ̃ ∈ (0, θs2]を所与とし、f2(θ) = 0を T に関して解くと、地域 2の集積均衡を維持できる最
小の税率格差 Tm2は次のように表される。

Tm2 =

[
(σϵ+ αβ)

2σϵ
θ̃1+ϕ +

(σϵ− αβ)

2σϵ
θ̃ϕ−1

] 1
1−ϵ

(4.43)

ここで、一定の輸送費用の下では、地域 2での集積均衡を安定させるために、地域間の税率格
差 T は Tm2以上に挙げられる必要がある。さらに、(4.43)式より、

θ ≤ (>)θ∗m2 ⇒ dTm2

dθ
≤ (>)0

θ∗m2 = θ∗m1 =

[
(σ − 1− αβ)(σϵ− αβ)

(σ − 1 + αβ)(σϵ+ αβ)

] 1
2

が得られる。θが θ∗m2以下 (以上)にある時、貿易自由化に従い、地域 2での集積均衡を安定さ
せる税率格差の閾値は小さく (大きく)なる。
(4.27)式、(4.28)式と (4.31)式より、地域 2の集積均衡において、各地域の排出量及び単位

あたり排出は以下の通り与えられる。

D1T |λ=0 =
α(1− β)(σϵ− αβ)EW

2σϵtT
D2T |λ=0 =

α(1− β)(σϵ+ αβ)EW

2σϵt

d1T |λ=0 =
Fθ

β
1−σ

(tT )β
d2T |λ=0 =

F

tβ

ここで、地域 2の集積均衡において、地域 1の規制強化は地域 2の排出量に影響を及ばさい。
貿易自由化に従い、地域 1の単位あたり排出は下落する。さらに、

DWT |λ=1 −DWT |λ=0 =
α2β(1− β)EW

σϵt

(
1

T
− 1

)
< 0

が成立するため、地域 1の集積均衡における経済全体の排出量は地域 2の集積均衡より低い。
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分散均衡

(4.33)式より、地域 1の政府が排出規制を強化する時、

V

(
1

2
, θ

)
= −α(1− β) log T < 0

が成り立つ。初期に熟練労働者が両地域の間に均等に分布している時、地域 1の実質賃金率は
地域 2より低いため、熟練労働者が地域 2へ移動する。ゆえに、λ = 1/2となる分散均衡が存
在、λ < 1/2となる分散均衡が達成される。(4.33)式より、dV/dT < 0が成立するため、地域
間の税率格差が大きいほど、分散均衡における地域 1の熟練労働者シェアは小さい。(4.33)式
より、分散均衡は以下の通り表される。(

∆

∆∗

)ϕ [s/(1− s) + θ(∆/∆∗)

θs/(1− s) + (∆/∆∗)

]
− T 1−ϵ = 0 (4.44)

ここで、(4.44)式を満たす λを λB で表す。
また、T = T1の時のブレイク・ポイントを θBT1 で表される。ブレイク・ポイントの定義に

より、θ ≤ θBT1 の時に V = 0があり、θ < θBT1 の時に dVB/dλ < 0があり、分散均衡が安定
である。この時、微小な税率格差の上昇が起こると、dV/dT < 0より、θ = θBT1 で V < 0が
あり、分散均衡が存在しない。新たなブレイク・ポイントは θBT1 より小さい。すなわち、ブレ
イク・ポイントの値は T の上昇に従って小さくなる。ゆえに、地域 1の政府が一方的に排出規
制を強化する時のブレイク・ポイント θBT は θBより小さい。さらに、(4.39)式、θa1の値は税
率格差の拡大に従って増大するため、税率格差の拡大に従い、θBT

は θa1より小さくなること
があり得る。この時、分散均衡と地域 1の完全集積を同時に安定させる θが存在しない。税率
格差がさらに拡大すると、θBT

= θs2が成り立つことがあり得る。
図 4.4では、種々の税率格差が対応する長期均衡が描かれる。図 4.4より、異なる税率格差

の下では、貿易自由化が熟練労働者 (中間財企業)の移動に及ぼする影響は異なる。初期に熟
練労働者が両地域に均等に分布する。図 4.4-aにより、地域 1の政府は排出規制をある程度で
(1 < T < T0)強化する場合には、高い輸送費用 (低い貿易自由度)の下では、長期均衡が分散
均衡であり、地域 1の熟練労働者シェアは規制強化前より小さい。この時、一定の範囲内での
貿易自由化は熟練労働者の移動を引き起こさない。輸送費用が比較的に小さくなると、長期均
衡が分散均衡と集積均衡のどちらかになる。輸送費用がさらに低くなると、長期均衡は集積均
衡になる。この場合には、地域 1の規制強化がもたらす押し出しの効果が弱いため、貿易自由
化にしたがって熟練労働者 (あるいは企業)の移動と排出規制との関係が明確ではなく、汚染避
難地仮説が成り立たない。
図 4.4-bと図 4.4-cにより、地域 1の政府は排出規制を比較的厳しく強化する場合 (T1 < T <

Ts1)には、輸送費用の下落 (あるいは貿易自由化)に従い、長期均衡はまず分散均衡であり、そ
の後地域 2での集積均衡になる。さらに、輸送費用が十分に低い時、長期均衡が地域 1での集
積均衡になる可能性がある。この場合には、地域 1の規制強化がもたらす押し出しの効果が比
較的に強いため、輸送費用が高い (貿易自由度が低い)時、熟練労働者 (あるいは企業)は貿易
自由化にしたがって規制の緩やかな地域 2に移動する。しかし、輸送費用が十分に低い (貿易
自由度が十分に高い)時、熟練労働者の移動がもたらす市場規模効果は十分に高いため、熟練
労働者が地域 1に集積する可能性がある。図 4.4-dより、地域 1の規制強化は非常に厳しい場
合には、規制強化が非常に強い押し出しの効果をもたらすため、熟練労働者は地域 1から地域
2へ移動する。この場合に汚染避難地仮説が成立する。
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図 4.4: 税率格差が存在する長期均衡

また、分散均衡における各地域の排出量及び単位あたり排出は次のように表される。

DB1 =
α(1− β)E1

t1
DB2 =

α(1− β)E2

t2
DW =

α(1− β)EW

t2

( s

T
+ 1− s

)
　

dB1 =
F

(t2T )β
[λB + θ(1− λB)]

β
1−σ dB2 =

F

tβ2
(θλB + 1− λB)

β
1−σ

ここで、分散均衡において、s < 1/2であるため、DB1 < DB2となる。さらに、ds/dλ > 0よ
り、分散均衡における経済全体の排出量は λBの下落に従って増加することが分かる。また、地
域 1が規制強化をする時、地域 1の排出税率の上昇に従い、分散均衡における地域 1の熟練労
働者シェアが下落し、地域 1の排出量がこの地域の需要の縮小に伴って減少する。一方、地域
2の排出量はこの地域の熟練労働者シェアの上昇に従って増加する。それゆえ、経済全体の排
出量が地域 1の規制強化に従う変化は明確ではない。さらに、地域 1の規制強化に従い、分散
均衡における地域 2の熟練労働者シェアが上昇し、地域 2での中間財価格インデックスは下落
するため、地域 2での単位あたり排出は下落する。地域 1では、排出税率の上昇と同時に、中
間財の価格インデックスが熟練労働者のシェアの下落に伴って上昇するため、地域 1の単位あ
たり排出はパラメーターの値 (β、σ)によって変わる。
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命題 4 地域 1が一方的に排出規制を強化する場合には、分散均衡において、地域 1の排出水準
は地域 2より低く、地域 2の単位あたり排出は規制強化によって削減される。

4.4 おわりに

本章は FEモデルに排出税を導入し、所得効果を配慮して一方的な環境規制の強化が熟練労
働者の分布に与える影響を分析した。本章の考察は、内生的な市場規模と所得水準の下で、汚
染避難地効果が発生するメカニズムを解明し、汚染避難地仮説に関する実証結果が分かれるこ
とについて、一般的な解釈を与えた。考察の結果として、次のようなことが示される。
熟練労働者の移動がない短期均衡において、一方的な排出規制の強化が汚染のリーケージを

引き起こし、経済全体の排出量を削減する。
熟練労働者が地域間を移動する長期均衡において、各地域が同じ程度の排出規制を行う時、

熟練労働者は (輸送費用の下落に伴う)貿易自由化に従って 1つの地域に集積する。ある地域が
一方的に排出規制を強化する場合には、熟練労働者が規制の緩やかな地域へ移動する傾向があ
り、汚染避難地効果がある。さらに、この地域がある程度規制強化を実施する時、高い輸送費
用の下で、貿易自由化が熟練労働者の規制の緩やかな地域への移動を引き起こさない。この時、
汚染避難地仮説が成り立たない。低い輸送費用の下では、貿易自由化に従い、熟練労働者が規
制の緩やかな地域に移動し、汚染避難地仮説が成立する。この地域の規制強化が非常に厳しい
時、貿易自由化に関わらず、熟練労働者は規制の緩やかな地域に移動し、汚染避難地効果が成
り立つ。
また、ある地域が一方的に排出規制を強化する場合には、分散均衡において、規制強化を行

う地域の排出水準は他の地域より低く、各地域の単位あたり排出は規制強化によって削減され
る。規制強化を行う地域での集積均衡において、高い輸送費用の下でこの地域の最小排出量は
貿易自由化に従って下落し、低い輸送費用の下で最小排出量の変化は逆になる。
しかし、本論文では、排出税の効果だけを議論したが、他の規制手段 (排出権取引や環境基

準認証)が企業の移動及び環境に及ぼす影響を考察していない。NEGのフレームワークで環境
基準認証制度に対する考察は本論文の第 5章で行われる。また、近年、NEGのフレームワーク
で企業の生産性の異質性を考慮し、企業の集積と国際貿易のメカニズムを分析する研究が多く
なっている。企業の生産性の異質性を考慮した排出規制の効果の分析も本章での研究の 1つの
可能な拡張となりうるであろう。

付録

A.1 短期均衡における地域総所得

(4.27)式より、短期均衡において、

ds

dλ
=

αβθ

2 [σϵ∆∆∗ − αβλ(∆∗ − θ∆)]2
F (4.45)

F ≡ (2λ− 1)2[σϵ(1 + θ2)− αβ(1− θ2)] + 2λ(1− λ)(1 + θ)[σϵ(1 + θ)− αβ(1− θ)]
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が得られる。ϵの定義より、σϵ > αβが成立するため、F が常に正であり、短期均衡で ds/dλ > 0

が成り立つ。
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第5章 環境基準認証と企業の集積

5.1 はじめに

経済の発展と都市化の進展に従い、人間社会の日常消費財の種類と消費量が急激に膨らんで
おり、それによって引き起こされる汚染問題は深刻になっている。例えば、アメリカ合衆国環
境保護庁 (United States Environmental Protection Agency)によると、2007年にアメリカで
排出された揮発性有機化合物 (VOCs)と窒素酸化物 (NOx)の 50%は自動車によるものである。
都市部の一酸化炭素 (CO)の 90%が乗用車の排出によって引き起こされる。また、中国環境保
護部によると、自動車排出ガスは大気汚染の主な汚染源の 1つになる。2013年、自動車の排出
は窒素酸化物排出源の 90%を占め、炭化水素 (HC)と一酸化炭素の排出源の 70%を占める。そ
の他、洗剤や殺虫剤の乱用も水汚染と大気汚染を引き起こす。アメリカ合衆国環境保護庁によ
り、殺虫剤の乱用は既に鳥類死亡の主な原因となり、この 75%は家庭で使われる。さらに、電
子製品の廃棄と処理はこの数年間に中国で深刻な土壌汚染と水汚染を引き起こす。
上述のような日常消費に関わる環境問題に対し、各国の政府は様々な環境政策を作成する。

その中で、よく使われるのは環境税 (ゴミ処理料金制度やガソリンの環境税)と環境基準認証
である。環境基準認証制度を通じ、各国の政府は自国の環境基準に合わない商品の販売を禁止
することができる。環境基準認証制度の代表的な一例はアメリカの 1970年大気浄化法 (Clean

Air Act)である。この法案は自動車の排出基準を明記し、基準を満たさない自動車の販売を禁
じる。その他、中国が実施する強制認証制度1と、EUによる石綿とフッ素製品の貿易を禁止す
る制度がよく知られる。
このような環境規制が環境及び産業構造、特に企業の立地にどのような影響を与えるのかは

非常に興味深い問題である。本章の目的は環境基準認証が企業の立地選択に与える影響を明ら
かにし、企業の移転と環境規制との関係を理論的に解釈することである。
本章はOttaviano et al. (2002)で提示されるNEGモデルに消費の環境外部性と環境基準認

証を導入し、環境基準認証の実施前後の企業の立地分布の変化を比較する。また、本章は輸送
費用が環境と環境政策の効果に与える影響を考察する。Ottaviano et al. (2002)に従い、本章
のモデルでは、2つの地域、2つの財 (農業財と製造業の財)、2つの生産要素 (労働と資本)が存
在する。地域 1の市場規模が地域 2より大きい。農業財市場が完全競争的であり、製造業の財
市場が独占競争的である。労働者は生産部門の間を移動できるが、地域の間を移動できない。
資本は収益率の高さに応じて地域間を移動する。また、製造業の財の消費は汚染を引き起こす。
地域 1の政府は汚染を抑えるために環境基準認証を実施し、環境基準を満たさない財の販売を
禁じる。一方、製造業企業は環境基準を遵守するために一定の費用をかけなければならない。
ゆえに、製造業企業は 2つのグループ (環境基準認証を受けるものと受けないもの)に分かれ
る。環境基準認証を受けない企業は地域 1から押し出され、地域 2に移転する。環境基準認証

1中国政府が 2002年に電子製品や自動車などの一般的な工業製品の安全性と環境保全に対して強制的認証を実
施した。この認証を受けない商品の販売は禁止される。
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を受ける企業は地域 1に移動することがあり得る。それに、輸送費用の変化に従い、元々環境
基準規制を受けない企業が認証を受ける可能性もある。
環境規制と企業立地に関する研究、特に大気浄化法をめぐる多数の実証研究は、環境規制が

規制地域 (国)の汚染集約的企業の移転を促し、規制地域 (国)の企業の数を減少させることを示
唆する (Becker & Henderson, 2000; Greenstone, 2002; Walker, 2011)。また、一部の研究は、
大気浄化法の実施と企業の立地の間に顕著な相関関係がないと主張する (McConnell & Schwab,

1990; Levinson, 1996)。
環境規制と企業の立地の関係に対して理論的な分析を行う研究が多くある。その中で、多数の

研究は生産が引き起す汚染あるいは生産の環境外部性を前提として議論を展開する。Markusen

et al. (1991)は輸送費用を含む不完全競争的な 2国モデルを提示し、企業が国境を跨いで工場
を設立する場合には、各国の最適環境政策の厳しさが汚染が引き起こす効用の損失の大きさに
よって変わることを示す。Krumm & Wellisch (1995)は異なる規制手段の下で企業立地選択
を分析し、汚染企業に対する補助金と排出税金の払い戻しがない場合に効率的な企業立地が達
成されると主張する。Markusen (1997)は多国籍企業の立地選択が環境規制の強化に従ってい
かに変化するのかを分析する。分析の結果として、企業の環境規制に対する敏感さは貿易自由
化に従って上昇することが示される。Ulph & Valentini (2001)は不完全競争モデルで異なる
時点で実施される環境規制と企業立地との関係を考察する。その結果、企業の立地が決定され
る前に作成される環境規制は、企業の立地が決定される後に作成される環境規制より厳しい。
Sanna-Randaccio & Sestini (2012)は市場規模が異なる 2国を含む複占競争モデルを用い、 輸
送費用が高い時、市場規模の大きい国が企業の離脱を引き起こさずに厳しい環境規制を行うこ
とが可能であることを示す。しかし、前に述べたように、これらの研究は生産の環境外部性と
排出税の前提として、環境政策と企業立地の問題を分析しており、消費の環境外部性と他の環
境規制手段の効果や影響について言及していない。
消費の外部性と環境基準を考慮して企業の立地と環境問題を分析する研究は比較的に少ない。

Copeland & Taylor (1995)は消費の環境外部性を含む完全競争的な 2国・2財モデルを構築す
る。このモデルでは、最適排出税率が消費財の限界排出率に一致することが示される。Fischer

& Serra (2000)は 1つの国内企業と 1つの外国企業が存在するクールノー競争モデルを提示す
る。このモデルにより、外国企業が環境基準によって国内市場から押し出される時、国内の社
会厚生は最大になることがあり得る。Haupt (2000)は独占競争的な 2国モデルで環境基準と
R&Dとの関係を考察し、規制国の財の種類が厳しい環境基準によって減らされることを主張す
る。Toshimitsu (2008)はダーティー財とクリーン財を含む複占モデルを提示する。Toshimitsu

(2008)により、政府が輸入したダーティー財に対して厳しい環境基準を定めると、環境の質と
社会厚生は下がる。政府が輸入したクリーン財に対して厳しい環境基準を定めると、環境の質
と社会厚生が向上する。 Ishikawa & Okubo (2010)は 2種類の不完全代替財を含む複占モデル
に基づいて環境規制が貿易に与える影響を考察し、厳しい環境基準が外国企業に環境により良
い商品を生産させるが、より多くの排出を引き起こすることがあり得ることを示す。 Ishikawa

& Okubo (2011)は NEGのフレームワークで環境基準認証が企業立地に与える影響を分析す
る。彼らは Martin & Rogers (1995)に提示される資本移動を含むNEGモデルを用い、人口の
多い地域 (国)の賃金率が高いという仮定に基づき、消費の環境外部性が存在する時に環境基準
認証が企業の立地と汚染排出水準に与える影響を分析する。分析の結果として、環境基準認証
の実施前後の企業の立地分布の変化は環境規制の厳しさによって決定されることが示される。
環境基準認証の実施に従い、規制地域 (国)の企業シェアは上昇し、排出は増加する。非規制国
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の排出水準は環境基準認証の実施に従って下落する。すなわち、規制地域 (国)の政府は環境基
準認証制度を通じて自国の汚染排出を削減できない。
本章の趣旨は Ishikawa & Okubo (2011)とほぼ同じである。ただし、Ishikawa and Okubo

(2011)と違い、本論文は Ottaviano et al. (2002)に提示される NEGモデルに基づいている。
それによって、人口の多い地域 (国)の賃金率が高いという前提を捨象し、より一般的な議論が
展開できる。また、Ishikawa & Okubo (2011)の分析と異なり、本論文では、環境規制だけで
はなく、輸送費用 (関税や輸送費用など)の変化も (実施前後の)企業の立地に大きな影響を与
える。さらに、Ishikawa & Okubo (2011)においては、企業のタイプ (環境基準認証を受ける
かどうか)が内生的に決定される場合には、企業の立地分布とタイプが同時に存在する内点均
衡がない。本論文では、内生的に決められる企業のタイプと企業の立地分布を同時に成立させ
る内点解が存在する。
本章の 1つの貢献は NEGのフレームワークで環境基準認証の効果に対する一般的な分析を

行ったことである。また、輸送費用と環境基準認証の承認度との関係を明らかにしたことは本
章のもう 1つの貢献である。
本章の構成は、以下の通りである。次節ではモデルの基本構造が設定され、環境基準認証の

実施前の均衡が求められる。第 3 節は環境基準認証が実施される後の均衡を求め、環境基準認
証が企業の立地に与える影響を分析する。第 4 節ではモデルに対する拡張を行い、環境基準認
証を受ける企業のシェアが内生的に決定される場合の状況を分析する。第 5 節では本論文の結
論をまとめ、残された課題について記述する。

5.2 モデルの構造

考察する経済には、2つの地域 (r = 1, 2)がある。生産要素として労働と資本が存在する。
労働者は生産部門の間を移動できるが、地域の間を移動できない。資本は収益率の高さに応
じて地域間を移動する。経済の総労働人口は Lであり、各地域の人口はそれぞれ Lr = sL、
Ls = (1− s)Lである。ここで、s > 1/2を仮定する。1人の人口は 1単位の労働を非弾力的に
供給する。経済における資本はK であり、各住民に配分される。各地域で使用される資本は
それぞれ、Kr = λK とKs = (1− λ)K である。ゆえに、(s− λ) > 0(< 0)は資本が地域 1(2)

から地域 2(1)に移動することを意味する。生産部門として製造業部門が存在する。製造業市
場は独占的であり、製造業市場にN種類の財がある。各製造業企業が資本を用いて 1種類の財
i(i ∈ [0, N ])だけ生産する。

5.2.1 消費者部門

各消費者は q̄0の価格基準財を持っていると仮定する。全ての消費者が同質的である。Ottaviano

et al. (2002)に従い、地域 rにおける消費者の効用関数は次のように与えられる。

Ur(q0, qi, qj) = α

(∫ n1

0
qridi+

∫ n2

0
qrjdj

)
− β − γ

2

(∫ n1

0
q2ridi+

∫ n2

0
q2rjdj

)
− γ

2

(∫ n1

0
qridi+

∫ n2

0
qrjdj

)2

+ q0 − δdr　　　
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ここで、qriは地域 1で生産される財 i(i ∈ [0, n1])の消費量を表し、qrj は地域 2で生産される
財 j(j ∈ [0, n2])の消費量を表す。q0は農業財の消費量である。n1は地域 1で生産される製造
業財の種類数であり、n2は地域 2で生産される製造業財の種類数である。経済における製造業
財の種類数が一定であり、N = n1 + n2とする。dr は地域 1における汚染の排出量である。1

単位の製造業の財の消費は ϵの汚染を引き起こす。αは消費者の製造業の財に対する選好の強
さを表すパラメーターであり、α(α > 0)が大きいほど、消費者は多くの製造業の財を消費する
ことを意味している。δは消費者が汚染からの被害を表すパラメーターであり、δ < αを仮定
する。β − γは消費者が製造業の財の多様性に対する選好を表し、β − γ > 0である。βを所与
とすると、γが大きいほど、各製造業の財の代替性が強い。
各消費者は 1単位の労働と q̄0単位の農業財を所有する。農業財を価格基準財とすると、消費

者の予算制約は以下の通り与えられる。∫ n1

0
priqridi+

∫ n2

0
prjqrjdj + q0 = yr + q̄0

ここで、priと prj はそれぞれ、地域 rでの財 iと財 jの価格を表す。yrは地域 rにおける消費
者の所得である。q̄0 ≥ q0と仮定される。
消費者が消費選択を行う輸送費用時に排出問題を配慮しないことを仮定する。消費者の効用

最大化問題を解くと、地域 1における製造業の財の需要量は以下の通り与えられる2。

qri = a− (b+Nc)pri + cPr (5.1)

qrj = a− (b+Nc)prj + cPr (5.2)

qriと priはそれぞれ、地域 rにおける地域 1で生産された製造業の財 iの需要量と価格である。
qrjと prjはそれぞれ、地域 rにおける地域 2で生産された製造業の財 jの需要量と価格である。
a、b、cは以下の式で与えられる。

a =
α

β + (N − 1)γ
b =

1

β + (N − 1)γ
c =

γ

[β + (N − 1)γ](β − γ)

Prは地域 1における製造業の財の価格指数であり、次のように定義される。

Pr ≡
∫ n1

0
pridi+

∫ n2

0
prjdj (5.3)

5.2.2 生産部門

Ottaviano et al. (2002)に従い、異質な製造業の財を生産する製造業企業と同質な農業財を
生産する農業部門があるとする。農業部門は労働だけ雇い、完全競争市場の下で生産を行う。
農業財の貿易には輸送費用がかからない。農業部門では、1単位の労働が 1単位の農業財を生
産できる。製造業企業は生産を行うために、1単位の資本を固定費用として投入しなければな
らない。地域 1の企業シェアを λで表すと、地域 1と地域 2に立地する企業の数はそれぞれ、
λN と (1− λ)N である。

2(5.1)式、(5.2)式の導出については、付録 A.1を参照。
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1単位の製造業の財の (他の地域への)輸送費用を τ とおくと、地域 1に立地する企業 iの利
潤は次のようになる。

Πi = p1iq1isL+ (p2i − τ)q2i(1− s)L−R1 (5.4)

R1は地域 1での資本のレンタル率である。地域 2における企業 jの利潤関数の形は (5.4)式と
対称的な形となる。ここで、各バラエティの価格の限界的な変化が価格指数に影響を及ぼさな
いと仮定する。製造業の財の価格は次のように求められる。

p1i =
2a+ (1− λ)τcN

2(2b+ cN)
p1j = p1i +

τ

2
(5.5)

p2j =
2a+ λτcN

2(2b+ cN)
p2i = p2j +

τ

2
(5.6)

(5.5)式と (5.6)式より、同じ地域で生産される製造業の財の価格は財の種類によらず、輸送費
用にのみ依存する。さらに、(5.1)式、(5.2)式より、製造業の財に対する需要は財の種類と関
係なく、この財の価格と地域の価格指数によって決定される。また、輸送費用が

τtrade ≡
2a

2b+ cN

を超えると、p1j − τ < 0と p2i − τ < 0となり、企業が輸出を止めるため、τ < τtradeを仮定
する。
(5.3)式、(5.5)式、(5.6)式より、各地域の価格指数は次のように表される。

Pr = λNpri + (1− λ)Nprj (5.7)

(5.1)式、(5.2)式、(5.5)式、(5.6)式と (5.7)式より、地域 1、地域 2における製造業財の消費
量Q1、Q2は次のように求められる。

Q1 = sBLN
[
p1i −

τ

2
(1− λ)

]
(5.8)

Q2 = (1− s)BLN
(
p2j −

τ

2
λ
)

(5.9)

また、製造業の財が消費される時に汚染を引き起こす。各地域の汚染排出水準は次のように表
される。

d1 = ϵsLN [λq1i + (1− λ)q1j ] d2 = ϵ(1− s)LN [λq2i + (1− λ)q2j ] (5.10)

5.2.3 企業立地と地域の排出水準

(5.1)式、(5.2)式を (5.4)式に代入すると、地域 1における企業 i、地域 2における企業 jの
利潤は次のように書き換えられる。

Πi = (b+ cN)[sL(p1i)
2 + (1− s)L(p2i − τ)2]−R1

Πj = (b+ cN)[sL(p1j − τ)2 + (1− s)L(p2j)
2]−R2
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企業の自由参入・退出を想定するので、利潤はゼロとならなければならない。(5.5)式と (5.6)

式より、各地域における資本レンタル率は以下の通り与えられる。

R1 =
(b+ cN)L

4(2b+ cN)2
{[2a+ (1− λ)cNτ ]2s+ [2a− 2bτ − (1− λ)cNτ ]2(1− s)} (5.11)

R2 =
(b+ cN)L

4(2b+ cN)2
[(2a− 2bτ − λcNτ)2s+ (2a+ λcNτ)2(1− s)] (5.12)

資本はレンタル率の高さに応じて地域間を移動する。資本市場の均衡における製造業企業の
立地分布は次の式によって決定される。

λ̇ = (R1 −R2)λ(1− λ)

資本市場の均衡では、2つの端点解 λ = 0、λ = 1 と 1つの内点解 0 < λ < 1が存在しうる。端
点均衡では、全ての製造業企業が 1つの地域に集積する。内点均衡では、R1 = R2が成立しな
ければならず、製造業企業が地域間に分散する。ここで、端点均衡を集積均衡と呼び、内点均
衡を分散均衡と呼ぶ。
(5.11)式と (5.12)式より、分散均衡において、地域 1の企業シェアは次のように表される。

λ∗ =
1

2
+

2a− bτ

cNτ
(2s− 1) (5.13)

(5.13)式より、λ∗ > sが常に成り立つ。すなわち、分散均衡では、市場規模が大きい地域の企
業シェアはこの地域の市場規模シェアを上回る3。
また、(5.13)式より、輸送費用の下落に従い、均衡における地域 1の企業シェアは上昇する。

輸送費用が

τ ≤ τA ≡ 4(2s− 1)a

2(2s− 1)b+ cN
(5.14)

を満たす時、全ての企業が地域 1に集積する。さらに、(5.11)式と (5.12)式より、τ = 0の時、
R1 = R2が常に成り立つため、企業の利潤は企業の立地選択と関係なくなり、企業の立地問題
が議論できない4。ゆえに、企業の立地選択に対する分析を行う時、0 < τ < τtradeと仮定する。
(5.8)式、(5.9)式、(5.10)式及び (5.13)式より、分散均衡において、各地域の排出量は以下

の通り与えられる。

d∗1 = sϵBLN

[
a

2b+ cN
+

2ab(2s− 1)

(2b+ cN)cN
−
(
1

2
+

(2s− 1)b

cN

)
bτ

2b+ cN

]
(5.15)

d∗2 = (1− s)ϵBLN

[
a

2b+ cN
− 2ab(2s− 1)

(2b+ cN)cN
−
(
1

2
− (2s− 1)b

cN

)
bτ

2b+ cN

]
(5.16)

(5.15)式と (5.16)式より、

d∗1 −d∗2 =
ϵBLN(2s− 1)

2b+ cN

[
a(2b+ cN)

cN
− bτ

(
b

cN
+

1

2

)]
　　 (5.17)

d∗1 +d∗2 =
ϵBLN

2b+ cN

[
a+

2ab(2s− 1)2

cN
− bτ

(
1

2
+

b(2s− 1)2

cN

)]
(5.18)

3Helpman and Krugman(1985)により、この現象は自国市場効果と呼ばれる。
4τ = 0の下で企業の立地問題は議論できないが、排出水準に対する分析はできる
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が得られる。(5.17)式より、τ < τtradeであれば、d∗1 − d∗2 > 0が常に成り立つ。τ の上昇に従
い、d∗1 − d∗2は減少する。また、(5.18)式より、d∗1 + d∗2は τ の上昇に従って減少する。

命題 1 各地域の政府が排出規制を実施しない場合には、均衡において、地域 1の排出水準は地
域 2より高い。輸送費用の低下に従い、地域間の排出水準の格差は拡大し、経済全体の排出水
準は上昇する。

(5.5)式、(5.6)式、(5.13)式より、均衡において、p1i < p2j、p1j < p2iが成り立つ。地域 1

の製造業の財の価格は地域 2より低い。ゆえに、地域 1での製造業の財の消費量は地域 2より
多く、地域 1の排出水準は地域 2より高い。さらに、(5.8)式、(5.9)式及び (5.13)式より、輸
送費用の低下に従い、地域 1での製造業の財の消費量は増加し、地域 2での製造業の財の消費
量は減少するため、地域間の排出水準の格差は拡大する。また、地域 1の人口は地域 2より多
いため、輸送費用の低下に伴う地域 1の排出水準の増加分は地域 2の減少分より大きく、経済
全体の排出水準は輸送費用の低下に伴って上昇する。

5.3 環境基準認証

5.3.1 環境基準認証制度の下での企業立地

地域 1が環境基準認証を実施し、環境基準認証がない財の販売を禁じる場合の分析を行う。
ここで、ϕN(0 < ϕ ≤ 1)種類の財が環境基準認証を取得すると仮定する。ϕは外生的に与えら
れるものとする5。この時、環境基準認証のない財を生産する (1− ϕ)N の企業が地域 2に移動
する。地域 1で販売される財の種類は ϕN となる。1単位の環境基準認証財の消費が ϵ′(ϵ′ < ϵ)

単位の汚染の排出を引き起こす。地域 1の消費者の効用関数は次のようになる。

U1(q0, q1ei, q1ej) = α

(∫ ne1

0
q1eidi+

∫ ne2

0
q1ejdj

)
− β − γ

2

(∫ ne1

0
q21eidi+

∫ ne2

0
q21ejdj

)
− γ

2

(∫ ne1

0
q1eidi+

∫ ne2

0
q1ejdj

)2

+ q0 − δd1　　　　 (5.19)

ここで、q1ei、q1ej はそれぞれ、地域 1で生産される基準認証財 eiに対する需要と地域 2で生
産される基準認証財 ejに対する需要を表す。ne1と ne2はそれぞれ、地域 1で生産される基準
認証財の種類数と地域 2で生産される基準認証財の種類数であり、ϕN = ne1 + ne2である。地
域 2の消費者の効用関数は以下の通り与えられる。

U2(q0, qi) = α

(∫ n1

0
qridi+

∫ n2

0
qrjdj

)
− β − γ

2

(∫ n1

0
q2ridi+

∫ n2

0
q2rjdj

)
− γ

2

(∫ n1

0
qridi+

∫ n2

0
qrjdj

)2

+ q0 − δd2　 (5.20)

(5.20)式により、地域 2では、各種類の財 (環境基準認証財と環境基準を満たさない財)の代替
率が同じであることが分かる。

5ϕが内生的に決定されるケースは後節で議論する。
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(5.19)式で消費者の効用最大化問題を解くことにより、地域 1の消費者の環境基準認証財に
対する需要は以下の通り求められる。

q1ei = a′ − (b′ + c′ϕN)p1ei + c′P ′
1　 q1ej = a′ − (b′ + c′ϕN)p1ej + c′P ′

1 (5.21)

ここで、p1eiと p1ej はそれぞれ、地域 1における基準認証財 eiと ejの価格である。また、a′、
b′、c′は次の式で与えられる。

a′ =
α

β + (ϕN − 1)γ
b′ =

1

β + (ϕN − 1)γ
c′ =

γ

[β + (ϕN − 1)γ](β − γ)

P ′
1は地域 1での新たな価格指数であり、次のように定義される。

P ′
1 ≡

∫ ne1

0
p1eidi+

∫ ne2

0
p1ejdj

また、地域 2での製造業の財に対する需要は次のように表される。

q2ei = a− (b+ cN)p2ei + cP ′
2 q2ej = a− (b+ cN)p2ej + cP ′

2 (5.22)

qd = a− (b+ cN)pd + cP ′
2 (5.23)

q2eiと q2ej はそれぞれ、地域 2での環境基準認証財 eiと ej に対する需要である。p2eiと p2ej

はそれぞれ、地域 2での環境基準認証財 eiと ejの価格である。qdは地域 2での認証されない
財に対する需要である。pdは認証されない財の価格である。P ′

2は地域 2での新たな価格指数
であり、次のように与えられる。

P ′
2 ≡

∫ nei

0
p2eidi+

∫ nej

0
p2ejdj +

∫ (1−ϕ)N

0
pd(i)di

さらに、環境基準認証財の限界費用を gとする。地域 1における基準認証財を生産する企業の
利潤、地域 2における基準認証財を生産する企業の利潤は以下の通り与えられる。

Πei = (p1ei − g)qr1eisL+ (ps2ei − g − τ)qs2ei(1− s)L−R′
1

Πej = (p1ej − g − τ)q1ejsL+ (p2ej − g)q2ej(1− s)L−R′
2

地域 2における認証されない財を生産する企業の利潤は次のように表される。

Πd = pdqd(1− s)L−Rd

ここで、R′
1は地域 1が基準認証制度を実施する場合における地域 1での資本レンタル率であ

り、R′
2とRdはそれぞれ、地域 2での基準認証財を生産する企業の資本レンタル率と基準認証

を受けない企業の資本レンタル率である。(5.21)式、 (5.22)式、(5.23)式より、企業の利潤最
大化問題を解くと、各財の価格は次のように求められる。

p1ei =
2a′ + 2(b′ + c′ϕN)g + (1− λ)c′ϕNτ

2(2b′ + c′ϕN)
pr1ej = p1ei +

τ

2
(5.24)

p2ej =
2a+ ϕcNg + λϕcNτ

2(2b+ cN)
+

g

2
p2ei = p2ei +

τ

2
(5.25)

pd = p2ej −
g

2
=

2a+ ϕcNg + λϕcNτ

2(2b+ cN)
(5.26)
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ここで、環境基準を満たさない財は地域 2だけで販売されるが、その需要は地域 2の価格指数
によって決められるため、その価格 pdは輸送費用の影響を受ける。(5.26)式により、地域 2で
は、環境基準認証を受けない企業と環境基準認証を受ける企業の間に競争が存在することが分
かる。(5.24)式、(5.25)式と (5.26)式より、環境基準認証財の限界費用が

gpro ≡
2a

2b+ cN

を超えると、企業は環境基準認証財の生産を止めるため、g < gproを仮定する。また、輸送費
用が

τ ′trade ≡
2a

2b+ cN
− g

以上の時、企業は環境基準認証財の貿易を止めるため、τ < τ ′tradeとする。
各地域の価格指数は次のように表される。

P ′
1 = λϕNp1ei + (1− λ)ϕNp1ej = ϕNp1ei +

τ

2
(1− λ)ϕN (5.27)

P ′
2 = λϕNp2ei + (1− λ)ϕNp2ej + (1− ϕ)Npd

= Np2ej +
τ

2
(1− λ)ϕN − g

2
(1− ϕ)N (5.28)

各財に対する需要は以下のように書き換えられる。

q1ei = B(p1ei − g) q1ej = B(p1ej − g − τ)

q2ej = B(p2ej − g) q2ei = B(p2ei − g − τ) qd = B(p2ej −
g

2
)

B = b+ cN = b′ + c′ϕN =
1

β − γ

企業の利潤は次のように表される。

Πei = B(p1ei − g)2sL+B(p2ei − g − τ)2(1− s)L−R′
1 (5.29)

Πej = B(p1ej − g − τ)2sL+B(p2ej − g)2(1− s)L−R′
2 (5.30)

Πd = B(p2ej −
g

2
)2(1− s)L−Rd (5.31)

企業の自由参入・退出の仮定により、利潤がゼロになる。均衡における環境基準認証企業の立
地分布は次のように求められる。

λ∗
e =

1

Mϕτ

{
2 [(2s− 1)b+ sG(2b+ cN)]

(a
b
− g − τ

2

)
+(1− ϕ)(1− s)cN(g +

τ

2
)
}
+

1

2
(5.32)

M ≡ cN + (2b+ cN)γsNBG G ≡ 1

2 + ϕBγN
− 1

2 +BγN
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(5.32)式より、輸送費用が一定である場合には、環境基準認証を受ける企業が少ないほど、均
衡における地域 1の企業が多い6。全ての企業が環境基準認証を受ける時、地域 1の企業シェア
が最も小さく、次のように表される。

λ∗
e|ϕ=1 =

2a− 2bg − bτ

cNτ
(2s− 1) +

1

2

0 < g < gproである限り、λ∗
e|ϕ=1 > sが成立する。すなわち、環境基準認証制度の下において

も自国市場効果が存在する。
また、輸送費用の低下に従い、均衡における地域 1の企業シェアは上昇する7。輸送費用が

τ ≤ τeA =
2(A2a−A1g)

ϕM +A1
(5.33)

A1 ≡ bA2 − cN(1− s)(1− ϕ) A2 ≡ 2(2s− 1) +
2s(2b+ cN)G

b

を満たす時、環境基準認証を受ける企業が全て地域 1に集積する。(5.33)式より、ϕの値が大
きいほど、τeAの値が小さい。

命題 2 地域 1が環境基準認証制度を実施する場合には、輸送費用の低下に従い、均衡における
地域 1の企業シェアは上昇する。輸送費用が一定である場合には、環境基準認証を受ける企業
が少ないほど、環境基準認証財を生産する企業は地域 1に立地する傾向が強い。

(5.29)式と (5.30)式より、輸送費用の下落によって、企業の操業利潤は増加する。特に、地域
1の操業利潤の増加分は地域 2の増加分を上回る。この時、地域 1での資本レンタル率は一時
的に地域 2でのレンタル率を超え、資本は地域 2から地域 1に移動し、地域 1での企業数が増
加する。さらに、地域 1において、資本レンタル率は企業数の上昇に伴って下落するため、各
地域の操業利潤は資本の移動に従って再び一致し、新たな均衡に達する。また、地域 1で販売
されるのは環境基準認証財だけであるため、輸送費用が一定であれば、環境基準認証を受ける
企業が少ないほど、企業は地域 1での販売から得られる利潤が高く、地域 2での販売から得ら
れる利潤が低いため、企業は地域 1に移動する傾向が強い。
(5.13)式と (5.32)式より、環境基準認証制度の実施前後、地域 1における企業数の変化は以

下の通り与えられる。

(ϕλ∗
e − λ∗)N =

N

2b+ [(1− s)ϕ+ s]cN

{
4s(1− s)(1− ϕ)a

τ
− (1− s)(1− ϕ)

[
(2s− 1)b− ϕcN

2

]

−2bg

τ

[
(2s− 1)(2b+ cN)− ϕ(1− ϕ)(1− s)2b

cN

]}
− (1− ϕ)N

2
(5.34)

(5.34)式により、経済全体の企業数N が十分に多い時、遵守費用の上昇に従い、環境基準認証
実施後の地域 1における企業の数は少なくなる。全ての企業が環境基準認証を受ける時、実施
前後の地域 1における企業数の変化は次のように表される。

(λ∗
e|ϕ=1 − λ∗)N = −2(2s− 1)bgN

cNτ
6証明について付録 A.2を参照。
7証明について付録 A.2を参照。
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ここで、環境基準認証の実施に従い、地域 1における企業数は必ず減少する。さらに、減少す
る幅は遵守費用の上昇に伴って拡大し、輸送費用の上昇に伴って縮小する。さらに、(5.34)式
により、遵守費用がゼロに近づいている時、任意の輸送費用 τ ≤ τproの下において、環境基準
認証実施後の地域 1における企業数は実施前より増加する8。

命題 3 地域 1が環境基準認証制度を実施する場合には、遵守費用の上昇に従い、地域 1に立
地する企業が減少する。全ての企業が環境基準認証を受ける場合には、基準認証の実施によっ
て、地域 1に立地する企業の数は減少する。遵守費用が非常に低い場合には、基準認証の実施
によって、地域 1に立地する企業の数は増加する。

全ての企業が環境基準認証を受ける時、基準認証の実施によって地域 1から押し出される企業
がないため、地域 1での企業の競争の激しさは実施前と同じ程度である。この時、地域 1の市
場規模優位は遵守費用によって弱められるため、均衡における地域 1での企業数は実施前より
少なくなる。また、遵守費用が非常に低い場合には、地域 1の市場規模優位は基準認証の実施
によって強化されるため、均衡における地域 1での企業数は実施前より多くなる。
また、(5.13)式と (5.32)式より、環境基準認証制度の実施前後、地域 1における企業シェア

の変化は以下の通り与えられる。

λ∗
e − λ∗ = 2V1

a

b
− 2V2g − V3τ (5.35)

V1、V2と V3は次のように定義される。

V1 ≡ 2b

(
1− Mϕ

cN

)
(2s− 1) + sG(2b+ cN)

V2 ≡ 2b(2s− 1) + sG(2b+ cN)− cN(1− s)(1− ϕ)

2

V3 ≡ 2b

(
1− Mϕ

cN

)
(2s− 1) + sG(2b+ cN)− cN(1− s)(1− ϕ)

2

0 < ϕ < 1の時、V3 > 0が成り立つ。さらに、(5.35)式より、ϕが

ϕe ≤ ϕ ≤ 1

を満たす場合には、V1a/b < V2gが常に成立し、λ∗
e は λ∗より小さい。ϕeは以下のように定義

される。

ϕe ≡
(Q− s)cN − 2b(2s− 1) + 2

√
[(Q− s)cN − 2b(2s− 1)]2 − 4Q[(s− (2s− 1)bg/a)]

2Q

Q ≡ (2s− 1)(1− s) +
bg(1− s)BγN

2a

0 ≤ ϕ < ϕeの時、次の関係式が成り立つ。

τ ≤ τ∗e ⇒ λ∗
e ≥ λ∗ τ > τ∗e ⇒ λ∗

e < λ∗

8証明について付録 A.3を参照。
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τ∗e は以下の通り定義される。

τ∗e ≡ 2(V1a− V2bg)

bV3

命題 4 地域 1が環境基準認証制度を実施する場合には、環境基準認証を受ける企業のシェアが
ϕe以上の時、地域 1の企業のシェアは認証制度の実施前より少ない。環境基準認証を受ける企
業のシェアが ϕe以下の時、地域 1の企業シェアの変化は輸送費用の高さによる。輸送費用が低
い時、環境基準認証が実施された後の企業シェアは実施前より大きく、輸送費用が高い時、結
果はその逆となる。

τ∗e

λ∗

e(θ
′)

λ∗

τ

λ∗

e(θ
′′)

(θ′ < θe < θ′′)

λ

τA τ ′
eA

τ ′′
eA

1

1

2

0

図 5.1: 環境基準認証前後の企業シェア

図 5.1は、環境基準認証前後の企業シェアの変化を示している。環境基準認証の実施によっ
て、環境基準認証を受けない企業は地域 1から地域 2に押し出される。環境基準認証を受ける
企業にとって、環境基準認証を受けない企業の数が多いほど、あるいは地域 1から押し出され
る企業の数が多いほど、地域 2での競争は激しい。ゆえに、環境基準認証を受けない企業の数
が多い (ϕが小さい)時、地域 1で (環境基準認証を受ける)企業のシェア (λ∗

e)が大きい。環境基
準認証を受けない企業の数が多い (ϕ < ϕe)時、環境基準認証実施後の地域 1の企業シェアは実
施前より高いことがあり得る。一方で、輸送費用の上昇は企業の利潤を減らし、企業の地域 1

への移動を抑える。その上、環境基準認証財の生産には限界費用が必要であるため、輸送費用
の上昇が環境基準認証を受ける企業の利潤により大きな影響を与える。ゆえに、環境基準認証
が実施された後、輸送費用の上昇に伴う地域 1の企業シェアの下落幅は実施前より大きくなる。
輸送費用の上昇に従い、地域 1の企業シェアは下落する。輸送費用が高い (τ > τ∗e )時、地域 1

の企業シェアは実施前より小さい。また、環境基準認証を受けない企業の数が少ない (ϕ > ϕe)

場合には、環境基準認証によって引き起こされた競争はそれほど激しくならない。この時、輸
送費用の変化が企業の立地選択に与える影響がさらに大きくなる。言い換えると、環境基準認
証実施前より、地域 1での集積均衡を維持する輸送費用の閾値が小さくなる。輸送費用の上昇
に従い、実施後の地域 1の企業シェアは常に実施前より小さいことがあり得る。
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5.3.2 排出

(5.29)式、(5.30)式より、均衡において、

p∗1ei =
1− s

s
p∗2ej +

2s− 1

s
g +

2s− 1

4s
τ (5.36)

が成り立つ。ここで、p∗1ei、p∗2ej は λ = λ∗
e の時の製造業財の価格である。さらに、(5.21)式～

(5.28)式より、均衡において、各地域の排出水準は以下の通り与えられる。

d∗e1 = ϵ′ϕBLN

[
(1− s)p∗2ej − (1− s)g +

τ

2
(sλ∗

e −
1

2
)

]
= ϵ′ϕBLN

[
(1− s)

a

2b+ cN
−
(
1− ϕcN

2b+ cN

)
1− s

2
g

+

(
(1− s)ϕcN

2b+ cN
+ s

)
τλ∗

e

2
− τ

4

]
(5.37)

(5.37)式から、地域 1の排出水準はこの地域の企業シェアの上昇に伴って上昇することがわか
る。輸送費用の下落 (上昇)に従い、地域 1の排出水準は上昇 (下落)する。

d∗e2 = ϵ′ϕBLN
[
(1− s)p∗2ej − (1− s)g − τ

2
(1− s)λ∗

e

]
+ ϵ(1− s)(1− ϕ)BLN

(
ps∗es −

g

2

)
= (1− s)BLN

{
(ϵ′ϕ− ϵϕ+ ϵ)a

2b+ cN
+

[
(ϵ′ϕ− ϵϕ+ ϵ)cN

2b+ cN
− ϵ′

]
ϕ(g + τλ∗

e)

2

}
(5.38)

ここで、(5.38)式の右辺の第 1項は環境基準認証財の消費によって引き起こされた排出を表
す。第 2項は非認証財の消費によって引き起こされた排出である。(5.38)式より、地域 2にお
いて、地域 2での環境基準認証企業のシェアの上昇、あるいは λ∗

e の下落に従い、環境基準認
証財の消費によって引き起こされた排出は増加し、非認証財の消費によって引き起こされた
排出は減少する。ϕ < 1 − 2ϵ′/(ϵ − ϵ′)γBN の時9、地域 2での排出は主に非認証財の消費に
よって引き起こされるため、地域 2の排出水準は地域 2の企業シェアの上昇に従って下落する。
ϕ > 1− 2ϵ′/(ϵ− ϵ′)γBN の時、地域 2での排出は主に環境基準認証財の消費によって引き起こ
されるため、地域 2の排出水準は地域 2の企業シェアの上昇に従って上昇する。
(5.25)式、(5.37)式、(5.38)式より、経済全体の排出水準は次のように表される。

d∗e1 + d∗e2 = BLN

{
(1− s)(2ϵ′ϕ− ϵϕ+ ϵ)

2a+ cNϕg + cNϕτλ∗
e

2(2b+ cN)

+ϵ′ϕ

[
(2s− 1)τλ∗

e

2
− τ

4

]
− (1− s)ϵ′ϕg

}
(5.39)

ここで、

(1− s)(2ϵ′ϕ− ϵϕ+ ϵ)
cN

2(2b+ cN)
+ ϵ′

(2s− 1)

2
> 0

が常に成り立つため、経済全体の排出水準は地域 1の企業シェアの上昇に伴って上昇すること
がわかる。

9ここで、議論の単純化のために、Nが十分に高いと仮定する。それによって、2ϵ′/(ϵ− ϵ′)γBN < 1が確保さ
れる。
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命題 5 地域 1が環境基準認証制度を実施する場合には、地域 1の排出水準は輸送費用の下落に
従って上昇し、地域 1の企業シェアの上昇に伴って上昇する。環境基準認証を受ける企業のシェ
アが低い (高い)時、地域 2の排出水準は地域 2の環境基準認証企業シェアの上昇に従って下落
(上昇)する。経済全体の排出水準は地域 1の企業シェアの上昇に伴って上昇する。

(5.15)式、(5.37)式より、環境基準認証制度が実施される前後、地域 1の排出水準の変化は
以下の通り与えられる。

d∗1 − d∗e1 = (1− s)BLN

[
(ϵ− ϵ′ϕ)

a

2b+ cN
+ (ϵλ∗ − ϵ′ϕ2λ∗

e)
cNτ

2(2b+ cN)
+ ϵ′ϕg

2b+ (1− ϕ)cN

2(2b+ cN)

]

+
sτBNL

2
(ϵλ∗ − ϵ′ϕλ∗

e) (5.40)

(5.40)式より、λ∗
e/λ

∗ ≤ ϵ/ϵ′ϕである限り、地域 1において、環境基準認証制度実施後の排出水
準は実施前より低い。さらに、3.1節の議論により、ϕ ≥ ϕeの時、λ∗

e ≤ λ∗が常に成り立ち、地
域 1の排出は環境基準認証の実施によって削減される。また、τ = 0の場合には、d∗r − d∗er > 0

が常に成立し、環境基準認証制度実施後の地域 1の排出水準は下落する。
(5.16)式、(5.38)式より、地域 2の排出水準の変化は次のように表される。

d∗2 − d∗e2 =
(1− s)BLN

2b+ cN

{
ϕ(ϵ− ϵ′)

2
[2a− (1− ϕ)(g + τλ∗

e)cN ]

+b[ϵ′ϕ(g + τλ∗
e)− ϵτλ∗]

}
(5.41)

(5.41)式より、全ての企業が環境基準認証を受ける時、d∗2 − d∗e2 > 0が成立し、地域 2の排出
は環境基準認証の実施によって削減される。ϕ → 0の時、d∗2 − d∗e2 → −ϵτλ∗ < 0が成立する。
すなわち、環境基準認証を受ける企業が十分に少ない時、地域 2の排出は環境基準認証の実施
によって増やされる。また、τ = 0の時、d∗2 − d∗e2 > 0が成立する。自由貿易の下では、地域 2

の排出は環境基準認証の実施によって削減される。
(5.18)式と (5.39)式より、経済全体の排出水準の変化は以下の通り与えられる。

d∗W − d∗eW = (d∗1 + d∗2)− (d∗e1 + d∗e2)

= BNL
{
(1− s)

[
2ϵp∗2j − 2ϕϵ′(p∗2ej − g)− ϵ(1− ϕ)(p∗2ej −

g

2
)
]

+
τ

2

[
(2s− 1)(ϵλ∗ − ϵ′ϕλ∗

e)−
ϵ− ϵ′

2

]}
(5.42)

(5.42)式より、全ての企業が環境基準認証を受ける場合には、d∗W −d∗eW > 0が常に成り立ち10、
経済全体の排出は環境基準認証制度によって削減される。τ = 0の時、経済全体の排出水準は
実施前より低い。

命題 6 環境基準認証を受ける企業のシェアが高い時、地域 1の排出は環境基準認証の実施に
よって削減される。全ての企業が環境基準認証を受ける時、各地域の排出は環境基準認証によっ

10証明について付録 A.4を参照。
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て削減される。また、自由貿易の下では、経済全体の排出水準は環境基準認証の実施前より低
い。

5.4 企業のタイプ

環境基準認証を受ける企業のシェアが内生的に決定される場合には、均衡は以下の 3つのケー
スに分けられる。
(1) τ = 0の時、すなわち、自由貿易の下では、(5.29)式、(5.30)式より、R′

1 = R′
2が常に成

立する。この時、均衡における環境基準認証を受ける企業の分布 λ∗
eは任意である。均衡におけ

る環境基準を受ける企業のシェア ϕ∗がR′
2 = Rdを満たさなければならない。(5.25)式、(5.26)

式、(5.30)式と (5.31)式より、ϕ∗は以下の通り与えられる。

ϕ∗ =
2b+ cN

cN

[
1 +

√
s

1− s
− 2a

(2b+ cN)g

]
(5.43)

(5.43)式より、このケースでは、gが

2a(1− s)

(2b+ cN)(1 +
√
s)

< g ≤ 2a(1− s)

(2b+ cN)(1 +
√
s)− (1− s)cN

を満たす時、0 < ϕ ≤ 1が成り立つ。自由貿易の下では、環境基準を受ける企業のシェアは遵
守費用によって決定される。遵守費用が低いほど、環境基準を受ける企業が多い。
(2) λ∗

e = 1が成立する時、環境基準認証を受ける企業は全て地域 1に立地する。この場合に
は、R′

1|λ∗
e=1 = Rd|λ∗

e=1 > R′
2|λ∗

e=1が成り立たなければならない。(5.24)式、(5.26)式、(5.29)

式及び (5.31)式より、

F (ϕ) = Πe|λ∗
e=1 −Πd|λ∗

e=1

(5.44)

= s

(
α− g

2 + ϕγBN

)2

− (1− s)
g + τ

2

[
2α

2 + γBN
− (g + τ)

(
1

2
− ϕγBN

2 + γBN

)]
= 0

が得られる。(5.44)式より、

dF (ϕ)

dϕ
< 0

が成り立つため、F (0) > 0、F (1) < 0が成立する時、F (ϕ) = 0を満たす ϕが存在する。(5.24)

式、(5.26)式、(5.44)式より、s/4(1 − s) > 2/γBN + 1の時、R′
1|λ∗

e=1 > Rd|λ∗
e=1 は常に成

立するため、(5.44)式を満たす ϕが必ず存在しない。また、s/4(1 − s) < 2/γBN + 1の時、
N > 2(β − γ)/γ を仮定すると、F (0) > 0が常に成立し、F (1) < 0が成立することがあり得
る。この時、τ と gの値によって、ϕが (5.44)式を満たすことがあり得る11。
ゆえに、環境基準認証を受ける企業が全て地域 1に立地する場合には、地域間の市場規模の

格差が大きい時、全ての企業は環境基準を受け、地域 1に立地する。地域間の市場規模の格差
が小さい時、輸送費用と遵守費用の高さによって、環境基準認証を受けない企業があり得る。

11付録 A.5を参照。
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(3) s < λ∗
e < 1と 0 < ϕ < 1が同時に成立する時、一部の企業が環境基準認証を受け、環境

基準を受ける企業が各地域に立地する。この場合には、R′
1 = R′

2 = Rdが成り立たなければな
らない。(5.29)式、(5.30)式と (5.31)式より、次の式が成り立つ。

(1− s)(pd)
2 = (p1ej − g − τ)2s+ (p2ej − g)2(1− s) (5.45)

s(p1ej − g − τ)2 +(p2ej − g)2(1− s) = (p1ei − g)2s+ (p2ei − g − τ)2(1− s) (5.46)

(5.26)式と (5.45)式より、次の式が得られる。

p1ei − g − τ

2
=

√
(1− s)g

s

(
p2ej −

3g

4

)
(5.47)

(5.36)式を (5.47)式に代入すると

1− s

s
(p∗2ej − g)− τ

4s
=

√
(1− s)g

s

(
p∗2ej −

3g

4

)
(5.48)

ここで、0 < g < gproであれば、(5.48)式を満たす解が存在する。(5.48)式より、

p∗2ej − g =
τ/2 + sg +

√
sg(g + τ)

2(1− s)

が得られる。さらに、(5.25)式、(5.32)式と (5.48)式より、環境基準認証を受ける企業のシェ
ア ϕは以下の通り表される。

ϕ∗ =

√
sg(g + τ)

γBNg(g + τ)

[
4a

b
−H(g +

τ

2
)

]
− 2 + sγBN

(1− s)γBN
(5.49)

H ≡ 2 + sγBN + 2(1− s)(2s− 1)

s(1− s)

(5.49)式より、輸送費用の変化に従い、均衡における環境基準認証を受ける企業のシェアは以
下の通り与えられる。

2

(
F3 −

√
F 2
3 − F4

)
≤ τ < 2

(
F1 −

√
F 2
1 − F2

)
⇒ 0 < ϕ∗ ≤ 1 (5.50)

F1 ≡ 4a

Hb
+

g

s

[
2 + sγBN

(1− s)H

]2
− g F2 ≡

(
4a

Hb
− g

)2

− g2

s

[
2 + sγBN

(1− s)H

]2

F3 ≡ 4a

Hb
+

g

s

[
2 + γBN

(1− s)H

]2
− g F4 ≡

(
4a

Hb
− g

)2

− g2

s

[
2 + γBN

(1− s)H

]2
ここで、F1 < F3、F2 > F4が成立する。さらに、g > 1を仮定すると、(

F3 −
√
F 2
3 − F4

)
<

(
F1 −

√
F 2
1 − F2

)
が成り立つ。さらに、(5.49)式と (5.50)式より、τ < 2

(
F3 −

√
F 2
3 − F4

)
あるいはτ > 2

(
F1 −

√
F 2
1 − F2

)
の時、Πer = Πes = Πdを成立させる ϕ(0 < ϕ ≤ 1)が存在しない。
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(5.50)式より、次の式が成り立つ。

2

(
F3 −

√
F 2
3 − F4

)
≤ τ < 2

(
F1 −

√
F 2
1 − F2

)
⇒ dϕ∗

dτ
< 0

すなわち、Πer = Πes = Πdを成立させる ϕが存在する時、輸送費用の下落に従い、環境基準
認証を受ける企業が増加する。

命題 7 ϕが内生的に決定される場合には、貿易自由化に従い、均衡における環境基準認証を受
ける企業のシェアは上昇する。

R′
1 = R′

2 = Rdを成立させる ϕが存在する時、(5.29)式、(5.30)式と (5.31)式より、輸送費
用の下落に従い、全ての企業の利潤が増加する。その中で、環境基準認証を受ける企業の利潤
の増加幅は環境基準認証を受けない企業より高いため、輸送費用の下落に従い、より多くの企
業は環境基準認証を受ける。

5.5 おわりに

本章は環境基準認証制度が企業立地と排出水準に与える影響を考察した。特に、本章は市場
規模が異なる 2地域を含む NEGモデルに基づき、市場規模が大きい地域が環境基準認証を行
い、環境基準を満たさない商品の販売を禁ずる時、各地域の排出水準と企業の立地がどのよう
に変化するのかを分析した。
分析によって、先行研究と異なる結論が得られた。Ishikawa & Okubo (2011)は環境基準認

証制度の実施が通常、規制地域の企業の数を増加させ、規制地域の排出を増加させること主張
するが、本章では、環境基準認証制度の効果は環境基準認証を受ける企業の数と輸送費用の大
きさに依ることが示された。環境基準認証を受ける企業の数が多い時、環境基準認証制度の実
施が規制地域の企業の数を減少させ、規制地域及び経済全体の排出を減少させる。環境基準認
証を受ける企業の数が少なく、輸送費用も低い時、環境基準認証が実施された後の企業シェア
は実施前より大きく、規制地域の排出水準は実施前より高くなることがあり得る。さらに、企業
のタイプが内生的に決定される場合には、環境基準認証を受ける企業の数が貿易自由化に従っ
て上昇する。この点は規制当局の環境政策に対する 1つの助言になるだろう。
ただし、本章は 2次形式の効用関数を基礎にしており、社会厚生に対する議論が十分に展開

されていない。また、本章の 1つの可能な拡張は企業の生産性を導入することである。このケー
スにおいて、環境基準認証が実施される時、生産性が高い企業は遵守費用を払って基準を満た
す財を生産するか、あるいはR&Dを通じて新しい財を開発するかを選択できる。それに、現実
には、規制当局は補助金を出して企業に環境基準認証を受けさせるケースが多い。これによっ
て規制当局間の租税競争が引き起こされる可能性がある。補助金制度と規制当局間の租税競争
に対する考察も今後の研究課題となる。
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付録

A.1 需要の導出

地域 kの消費者効用最大化問題は次のように与えられる。

max Uk(q0, qi)

s.t. q0 = yk + q̄0 −
∫ N

0
p(i)q(i)di

この問題を解き、

α− (β − γ)q(i)− γ

∫ N

0
q(j)dj − p(i) = 0 i, j ∈ [0, N ] (5.51)

が得られる。(5.51)式を iで積分すると、

[β + (N − 1)γ]

∫ N

0
q(j)dj = αN −

∫ N

0
p(i)di (5.52)

が得られる。(5.52)式を (5.51)式に代入すると、各地域における代表的消費者が製造業の財に
対する需要を表す (5.1)式、(5.2)式が得られる。

A.2 環境基準認証を受ける企業の立地

環境基準認証を受ける企業の立地は以下の通り書き換えられる。

λ∗
e =

I(τ)

Mϕτ
+

1

2

I(τ) =
2s(2 + γBN)− 2− sγBN − (1− s)ϕγBN

2 + ϕγBN
(2a− 2bg − bτ) + (1− ϕ)(1− s)cN(g +

τ

2
)

= A (2a− 2bg − bτ) + (1− ϕ)(1− s)cN(g +
τ

2
) (5.53)

(5.53)式より、次の式が得られる。

dI(τ)
dϕ < 0

dMϕ

dϕ
> 0 ⇒ dλ∗

e

dϕ
< 0

dλ∗
e

dτ = −A(2a− 2bg)

Mϕτ2
< 0

A.3 実施前後の地域 1の企業数の変化

(5.34)式により、遵守費用がゼロに近づいている時、実施前後の地域 1の企業数の変化は次
のように決定される。

(ϕλ∗
e − λ∗)N ≤ (>)0

⇐⇒ 1− s

2b+ [(1− s)ϕ+ s]cN

[
4sa

τ
− (2s− 1)b+

ϕcN

2

]
− 1

2
≤ (>)0 (5.54)
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(5.54)式より、

τ ≤ (>)
4a

2b(3− 2s) + cN
⇐⇒ ϕλ∗

e ≥ (<)λ∗

が得られる。さらに、

τ ′trade <
4a

2b(3− 2s) + cN

が成り立つため、τ < τ ′tradeにとって、ϕλ∗
e > λ∗が常に成立する。

A.4 実施前後の経済全体の排出変化

全ての企業が環境基準認証を受ける場合には、実施前後の経済全体の排出変化は次のように
表される。

d∗W − d∗eW = BLN

{
(1− s)(ϵ− ϵ′)(a− bτ)

2b+ cN
+

[
(1− s)(2s− 1)

2b+ cN
+

(2s− 1)2

cN

] [
(2a− bτ)(ϵ− ϵ′) + 2bgϵ′

]}

A.5 企業のタイプ

(5.24)式、(5.25)式、(5.29)式、(5.30)式より、この場合には、τ が

τ <
2(2s− 1)(a− bg)

2b(2s− 1) + cN

を満たす時、Πer > Πesが常に成立する。さらに、(5.44)式より、

F (0) =

(
α− g

2

)2

− 1− s

4s
(g + τ)

[
4α

2 + γBN
− (g + τ)

]
gproと τ ′tradeの定義より、g+τ < 2a/(2b+cN)が常に成り立つ。ゆえに、g+τ → 2a/(2b+cN)

の時、F (0)の値が最も小さくなり、次のように表される。

F (0) → α

(
1

2
− 2

2 + γBN

)
ここで、N が十分に高く、N > 2(β − γ)/γと仮定すると、F (0) > 0が常に成立する。
また、(5.44)式より

F (1) =

(
α− g

2 + γBN

)2

− (1− s)
g + τ

2

[
2α

2 + γBN
+ (g + τ)

(
γBN − 2

2 + γBN

)]
(5.55)

(5.55)式より、g → gproかつ g + τ → 2a/(2b+ cN)の時、F (1)の値が最小になり、以下の通
り求められる。

F (1) → a2γBN

(2 + γBN)3

[
γBN

2 + γBN
s− 4(1− s)

]
(5.56)

(5.56)式より、s/4(1− s) > 2/γBN +1の時、F (1) > 0が常に成り立ち、(5.44)式を満たす ϕ

が存在しない。s/4(1 − s) > 2/γBN + 1の時、F (1) < 0があり得る。この時、τ と gの値に
よって、(5.44)式を満たす ϕがあり得る。
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第6章 結語

従来の環境政策と企業の移転に関する理論的研究は主に完全競争モデルと不完全競争モデル
に基づき、収穫一定の技術の下で、2つの輸出企業の比較優位や、1つの多国籍企業の工場の立
地選択問題を分析してきた。しかし、現実世界では、規模の経済性と差別化された製品が企業
の生産の主な特徴である。ゆえに、差別化された製品と規模の経済性を考慮し、環境政策が複
数の企業の移転、あるいは産業集積に与える影響を考察することは、環境政策の作成上で非常
に重要な課題となる。
本論文では、NEGのフレームワークで環境政策とを捉え、分析を行った。特に、本論文は環

境政策と複数の企業の移動に着目し、排出税と環境基準認証が企業の集積に及ぼす影響を考察
する。さらに、本論文の分析によって、汚染避難地効果と汚染避難地仮説に関する説明と解釈
が与えられた。
第 1章では、本論文の背景と構成について大まかな概略を述べた。
第 2章では、新経済地理学の沿革と経緯について説明し、新経済地理モデルで環境問題と環

境政策に関する研究を紹介し、本論文の各章の位置付けを示している。また、本章では、新経
済地理学の基礎である CPモデルを説明する。Krugman (1991)は、Dixit and Stiglitz (1977)

で定式化された独占的競争モデルに財の (広義的な)輸送費用を導入し、「規模の経済性」と「差
別化された財」及び「氷塊型輸送費用」を主な特徴とするモデルを確立した。Krugman (1991)

により、人口が地域間を移動できる場合には、製造業の財の輸送費用が高い時、人口が各地域
に均等に分布する分散均衡は安定的な長期均衡である。技術進歩や自由貿易協定などによって
引き起こされた輸送費用の低下、あるいは貿易自由化に従い、分散均衡は不安定な均衡となり、
人口が 1つの地域に集積する集積均衡が安定的な長期均衡になる。
近年、環境規制と国際貿易に関する多くの実証研究によって、汚染避難地効果の存在が確認

されたが、汚染避難地仮説に関する実証研究の結果は分かれている。この 2つの現象に関する
理論的分析と、実証結果の差異に対する理論的解釈が第 3章と第 4章で行われている。
第 3章では、FCモデルに汚染排出と排出税を導入し、排出税の効果を考察した。CPモデル

の拡張モデルとして、FCモデルは NEGのフレームワークで地域間を移動できる資本を想定
し、解析的に取り扱いやすい結果を示す。第 3章ではこのモデルに基づき、排出税と企業の集
積に関する分析を行い、解析上に分析しやすい結果を提示した。特に、第 3章では、地域の市
場規模が異なっているという仮定の下で、一方的な規制強化と貿易自由化が企業の集積に与え
る影響を考察した。第 3章の考察を通じ、資本が地域の間を移動する場合には、企業の立地分
布は地域の市場規模と排出規制の厳しさによって決められることが示された。市場規模が大き
い地域は一方的に排出規制を強化する時、この地域の市場規模の優位が排出規制の強化によっ
て相殺され、製造業企業は規制の緩やかな地域に移動する。この時、汚染避難地効果が現れる。
さらに、高い輸送費用の下で貿易自由化が大きい地域の市場規模の優位を強化し、低い輸送費
用の下で貿易自由化が市場規模の優位を弱めることが明示された。これによって、低い輸送費
用とある程度の規制強化の下で、汚染避難地仮説が成立することが示された。また、資本の地
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域間の移動がない場合には、経済全体の排出量は輸送費用の下落に従って増加する。市場規模
が大きい地域の一方的な規制強化は排出のリーケージを引き起こすが、経済全体の排出を削減
できる。さらに、各地域の社会厚生水準はこの地域に立地する企業の数と大体一致することが
明らかにされた。
ただし、第 3章の議論は地域の市場規模が異なることを仮定し、準線形の効用関数を用いて

議論を展開した。これによって、各地域の所得水準と企業の移動との相互作用が捨象された。
現実には、地域の所得水準は企業の移動を左右する大きな要因であり、企業の移動が移動先の
所得成長を引き起こすことがよくある。さらに、第 3章では、各地域の市場規模がこの地域の
人口規模によって表され、企業を集積させる要因は市場規模の格差だけであるため、貿易自由
化の効果は地域間の市場規模の格差に依存する。両地域の市場規模が同じである時、貿易自由
化は企業の移動に影響を及ぼさない。さらに、第 3章において、企業の移動を決定する主な要
因は排出規制の格差と市場規模の格差のトレードオフである。市場規模の格差が極めて大きく、
排出規制の格差が小さい時、汚染避難地効果も汚染避難地仮説も成り立たない。
第 4章ではこのような現実を踏まえ、各地域の所得水準と企業の移動との相互作用を考慮し

て排出税と企業の集積に関する分析を行った。第 4章の議論は FEモデルに基づいている。FC

モデルはCPモデルの製造業部門の設定に対して僅かな変更を加えたが、明示的な解析解が得
られた。第 4章は FEモデルに汚染排出と排出税を導入し、一方的な規制強化が企業の集積に
与える影響を考察し、汚染避難地効果と汚染避難地仮説に関する一般的な説明を行った。第 4

章の分析により、熟練労働者の集積が競争激化と需要拡大という 2つの効果をもたらす。地域
の規制強化は熟練労働者をこの地域から押し出す効果を持つ。各地域が同じ程度の排出規制を
行う時、規制強化の押し出し効果がない。熟練労働者の移動が競争激化効果と需要拡大効果に
よって決められる。ある地域が一方的に排出規制を強化すると、この地域で規制強化の押し出
し効果が生じ、熟練労働者の移動が 3つの効果の相互作用によって決定される。この時、この
地域に立地する熟練労働者が他地域へ移動する傾向が現れ、汚染避難地効果がある。特に、地
域が排出規制を厳しく強化する時、輸送費用に関わらず、熟練労働者が規制の緩やかな地域に
移動し、強い汚染避難効果が現れる。さらに、地域がある程度で排出規制を強化する時、一定
の範囲内での貿易自由化が熟練労働者の移動を引き起こさず、汚染避難地仮説が成り立たない。
第 3章と第 4章の考察は、排出税が各地域の排出と企業の集積に与える影響を明らかにし、

実証研究によって観測された 2つの現象に対して理論的な解釈を与えた。このような、企業の
集積と移動を考慮しながら排出税の効果を評価することは、政策上の 1つの視点を提供するだ
ろう。
第 5章では、環境基準認証制度に対する分析を行った。環境基準認証制度を分析する研究は

比較的に少ない。NEGのフレームワークで環境基準認証制度を考察する先駆的な研究として、
Ishikawa & Okubo (2011)があげられる。Ishikawa & Okubo (2011)は、人口が多い地域での
賃金率が高いことを仮定し、FCモデルで環境基準認証制度に対する分析を行った。環境基準認
証制度の効果が輸送費用の影響を受けず、環境基準認証制度は実施地域の環境を悪化させる可
能性を示唆した。さらに、Ishikawa & Okubo (2011)により、基準認証を受ける企業の数が内
生的である時には、内点解が存在しないことが示された。第 5章は Ishikawa & Okubo (2011)

の仮定を捨象し、LFCモデルに消費の環境外部性と環境基準認証制度を導入し、環境基準認証
制度の効果に対してより一般的な議論を展開した。環境基準認証の実施前後の企業の立地分布
と汚染排出水準の変化に対する考察を通じ、第 5章では、環境基準認証の効果は環境基準認証
を受ける企業の数と輸送費用の高さ、及び遵守費用の高さによって決定されることを示した。
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さらに、基準認証を受ける企業の数が内生的に決められる時の内点解に対する分析を行った。
具体的には、1．実施地域に立地する企業の数は遵守費用と輸送費用の上昇に従って減少する。
遵守費用が低い場合には、環境基準認証が実施地域の企業の数を増加させる。環境基準認証を
受ける企業が多い場合には、環境基準認証制度が実施地域の企業の数を減少させる。2．環境
基準認証を受ける企業の数が多い場合には、各地域の排出は環境基準認証の実施によって削減
される。環境基準認証を受ける企業の数が少ない場合には、環境基準認証が実施しない地域の
排出量を削減し、高い輸送費用の下で実施地域の排出量を増加させる。3．環境基準認証を受
ける企業の数が内生的に決定される場合には、輸送費用の下落に従い、環境基準認証を受ける
企業のシェアは上昇する。以上のような、遵守費用と輸送費用が環境基準認証制度の効果に及
ぼす影響を明示することが、規制当局の環境政策に対する 1つの助言になるだろう。
本論文では、環境政策と集積に関する問題を新経済地理学の枠組みでとらえて分析を行って

きた。貿易自由化の背景で環境政策が企業の集積で果たす役割を解明することは、グローバル
化のすすんだ世界における環境政策の策定に対して、少しの貢献を与えるだろう。しかしなが
ら、本論文では排出税と環境基準認証制度を考察したが、排出権取引制度など他の環境政策に
対する分析を行わなかった。排出権取引制度と集積の考察を今後の課題とし、研究していきた
い。また、新経済地理学の 1つの新方向として、多くの研究は生産の異質性を考慮して企業の
集積と国際貿易に対する考察を行っている。生産の異質性を考慮して環境政策の効果を考察す
ることも 1つの課題として研究していきたい。さらに、時間を考慮し、環境政策と集積を動学
的なアプローチで分析することも今後の課題となる。
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